
参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

１．学校と地域における子どものスポーツ機会の充実

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターン
握力（筋力） 体力・運動能力調査／文

部科学省
（昭和60年ごろの水準）

（今後5年間、向上傾向を
維持）

昭和60年との比較が可能な指標 ②

50m走 体力・運動能力調査／文
部科学省

（昭和60年ごろの水準）

（今後5年間、向上傾向を
維持）

昭和60年との比較が可能な指標 ②

持久走（男子：1,500m、女

子：1,000m）

体力・運動能力調査／文
部科学省

（昭和60年ごろの水準）

（今後5年間、向上傾向を
維持）

昭和60年との比較が可能な指標 ②

立ち幅跳び 体力・運動能力調査／文
部科学省

（昭和60年ごろの水準）

（今後5年間、向上傾向を
維持）

昭和60年との比較が可能な指標 ②

ソフトボール投げ 体力・運動能力調査／文
部科学省

（昭和60年ごろの水準）

（今後5年間、向上傾向を
維持）

昭和60年との比較が可能な指標 ②

ハンドボール投げ 体力・運動能力調査／文
部科学省

（昭和60年ごろの水準）

（今後5年間、向上傾向を
維持）

昭和60年との比較が可能な指標 ②

運動やスポーツの実施時
間

全国体力・運動能力、運
動習慣等調査／文部科学
省
「ふだんの1週間について
聞きます。学校、学校外で
1日の運動やスポーツをし
ている時間を合計すると、
おおよそどのくらいしてい
ますか（学校の体育の授
業をのぞきます）」

「運動やスポーツ」に遊びの要素も
入っていると解釈できるか。

③

運動やスポーツをすること
が好きと答える子どもの
割合

全国体力・運動能力、運
動習慣等調査／文部科学
省
「運動やスポーツをするこ
とは好きですか」
「小学校１・２年生のころは
運動やスポーツ、運動遊
びなどをすることが好きで
したか」
「小学校入学前は運動遊
びや体を動かすことが好
きでしたか」

「運動やスポーツ」に遊びの要素も
入っていると解釈できるか
同調査には、「小学校１・２年生の
ころは運動やスポーツ、運動遊び
などをすることが好きでしたか」、
「小学校入学前は運動遊びや体を
動かすことが好きでしたか」との質
問あり（平成25年度のみ）

③

直接アウトカム 1-(1)-1　子どもの体力向上に向け
た取組における検証改善サイクル
が確立される

国及び地方公共団体は、各地域の教育委
員会や学校等が行う「全国体力・運動能力
等調査」等に基づいたすべての子どもの体
力向上に向けた取組において検証改善サ
イクルの確立を促進する。
その際、子どもの体力の重要性に関し、保
護者に対する理解促進が有効であることか
ら、保護者が参加する取組を推進する。
また、積極的にスポーツを行わない子ども
が多くいることから、特にその傾向が中学
校段階で顕著となる女子を対象にして、ス
ポーツの楽しさや喜びを味わうことができる
ようにすることに重点を置く。

国及び地
方公共団
体

子どもの体力向上に向け
た取組における検証改善
サイクルが確立されてい
るか

全国体力・運動能力等調
査の結果を踏まえた取組
の実施状況

平成25年度のみ
学校質問紙に「全国体力・
運動能力等調査の結果を
踏まえた取組をしています
か」の質問事項あり

「子どもの体力向上に向けた取組
における検証改善サイクルの確
立」の定義が不明。原文の「その
際」以降に記載してある内容を指
標（具体形）とする考え方もある
が、これは検証改善サイクルを確
立する上での留意事項に相当する
ものであるため、パターン②には
相当しないものとして整理。

「その際」以降について測る指標と
しては、以下がある。
・運動・スポーツに保護者と子ども
が一緒での参加率（文部科学省委
託「おやこ元気アップ！事業」平成
24年度実施報告書／（財）日本レ
クリエーション協会
参加者アンケート）
・運動やスポーツをすることは好き
と答える中学生女子の割合（全国
体力・運動能力、運動習慣等調査
報告書／文部科学省
「運動やスポーツをすることは好き
ですか」）

「1週間の総運動時間」、「運動・ス

ポーツの1日の実施時間」（全国体
力・運動能力、運動習慣等調査報
告書/文部科学省）

④

直接アウトカム 1-(1)-2　全国的に幼児期からの体
力向上に向けた取組の普及啓発が
なされる

国は、幼児期における運動指針をもとに実
践研究を実施すること等を通じて、全国的
に幼児期からの体力向上に向けた取組を
促進するための普及啓発を推進する。

国 幼児期からの体力向上に
対する取り組みの普及啓
発がなされているか

幼児期からの体力向上に
対する取り組みの認知度

※新たな調査が必要か ③

幼児期から体を動かした
遊びに取り組む習慣を身
につけさせるための取組
が実施されているか

幼児期から体を動かした
遊びに取り組む習慣を身
につけさせるための取組
の実施状況

※新たな調査が必要か 「平日の運動やスポーツの実施時
間」等とすると、1-(1)と同じになっ
てしまう。

関連指標として「自身の子どもの
頃と比較して、今の子どものス
ポーツや外遊びの環境はどのよう
になったと感じるか」（体力・スポー
ツに関する世論調査／内閣府）

④

幼児期から望ましい生活
習慣を身につけさせるた
めの取組が実施されてい
るか

幼児期から望ましい生活
習慣を身につけさせるた
めの取組の実施状況

※新たな調査が必要か 望ましい生活習慣自体を測る指標
としては、以下がある。
・朝食の摂取状況
・1日の睡眠時間
・テレビ等の視聴時間
（全国体力・運動能力、運動習慣
等調査／文部科学省）

④

アウトカム

直接アウトカム 1-(1)-3　幼児期から体を動かした
遊びに取り組む習慣や望ましい生
活習慣を身に付けさせるための取
組が行われる

地方公共団体等においては、幼児期にお
ける運動指針を踏まえ、地域の実情に応じ
て、幼児期から体を動かした遊びに取り組
む習慣や望ましい生活習慣を身に付けさせ
るための取組を行うことが期待される。

地方公共
団体等

1-(1)　子どもが積極的に運動遊び
等を通じてスポーツに親しむ習慣
や意欲が養われ、体力が向上する

「全国体力・運動能力等調査」等による検
証を行いつつ、子どもが積極的に運動遊び
等を通じてスポーツに親しむ習慣や意欲を
養い、体力の向上を図る。

－ 子どもが積極的に運動遊
び等を通じてスポーツに
親しんでいるか
また、それによって体力が
向上しているか
（体力の向上については、
最終アウトカムでの指標
で計測する）

中間アウトカム

最終アウトカム
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

１．学校と地域における子どものスポーツ機会の充実

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム

直接アウトカム 1-(1)-4　年齢や性別に応じたス
ポーツの促進や体力向上方策の中
で、スポーツ医・科学の積極的な活
用が図られる

国及び地方公共団体は、年齢や性別に応
じたスポーツの促進や体力向上方策の中
で、医学・歯学・生理学・心理学・力学をは
じめ経営学や社会学等を含めたスポーツ
医・科学（「スポーツ医・科学」）の積極的な
活用を図る。

国及び地
方公共団
体

年齢や性別に応じたス
ポーツの促進や体力向上
方策の中で、スポーツ医・
科学が活用されているか

年齢や性別に応じたス
ポーツの促進や体力向上
方策の中での、スポーツ
医・科学の活用状況

※新たな調査が必要か スポーツ医・科学が活用されてい
る状況をどのように定義するかが
不明

④

直接アウトカム 1-(1)-5　地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障害者の
ニーズが把握される

地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障
害者のニーズが把握され
ているか

地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障
害者のニーズ調査の実施
状況

※新たな調査が必要か ④

公共スポーツ施設におけ
る障害者への配慮
「スタッフ用の障害者対応
マニュアル等の整備」をし
ている市町村の割合

『健常者と障害者のス
ポーツ・レクリエーション活
動連携推進事業
（地域における障害者の
スポーツ・レクリエーション
活動に関する調査研究）』
報告書／笹川スポーツ財
団

1-(3)-9、2-(1)-10と同じ ②

公共スポーツ施設におけ
る障害者への配慮
「障害者のためのスポー
ツ用器具の配備」をしてい
る市町村の割合

『健常者と障害者のス
ポーツ・レクリエーション活
動連携推進事業
（地域における障害者の
スポーツ・レクリエーション
活動に関する調査研究）』
報告書／笹川スポーツ財
団

1-(3)-9、2-(1)-10と同じ ②

児童生徒が学校の体育の
授業を楽しいと感じている
か

学校の体育の授業が楽し
いと感じる児童生徒の割
合

全国体力・運動能力、運
動習慣等調査／文部科学
省
「体育の授業は楽しい」

特定の生徒の体育に対する感じ方
の変化（元々は楽しくないと感じて
いたが、後に楽しいと感じるように
なったという状況の変化）をとらえ
るという方法も考えられる。（平成
25年度調査では「小学校入学前は
運動遊びや体を動かすことが得意
でしたか」「小学校入学前は運動遊
びや体を動かすことが好きでした
か」を調査）

①

児童生徒が学校の体育以
外のスポーツ活動を楽し
いと感じているか

児童生徒が学校の体育以
外のスポーツ活動を楽し
いと感じる児童生徒の割
合

※新たな調査が必要か 楽しいと感じるかどうかの指標では
ないが、
運動部やスポーツクラブに入って
いる児童生徒の割合（全国体力・
運動能力、運動習慣等調査／文
部科学省
「運動部やスポーツクラブに入って
いますか（スポーツ少年団を含み
ます）」）は存在

③

教員の実技指導研修の実
施件数

※新たな調査が必要か ②

体育・保健体育の授業の
ためのデジタル教材の作
成・提供件数

※新たな調査が必要か ②

教員研修会の開催件数 ※新たな調査が必要か ②

実技指導資料の作成件数 ※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 1-(2)-2　健康や安全、障害者に配
慮した体育の授業や運動部活動の
指導・経営・調整に必要な確かな力
量等を備えた教員が養成される

大学においては、大学の自主性に基づき、
教員養成課程において、健康や安全、障害
者に配慮した体育の授業や運動部活動の
指導・経営・調整に必要な確かな力量等を
備えた教員を養成するため、学校現場と連
携するとともに、カリキュラムや学習方法の
一層の改善を図ることが期待される。

大学 健康や安全、障害者に配
慮した体育の授業や運動
部活動の指導・経営・調整
に必要な確かな力量等を
備えた教員が養成されて
いるか

健康や安全、障害者に配
慮した体育の授業や運動
部活動の指導・経営・調整
に必要な確かな力量等を
備えた教員の養成人数

※新たな調査が必要か 求められる力量を有する教員の定
義が明確になっていない。代替案
として、手段として挙げられている
「学校現場との連携」、「カリキュラ
ムや学習方法の一層の改善を測
ること」を指標として設定することも
考えられるが、いずれも定義が困
難。まずは、指標（具体形）に示す
指標を測定する方法の検討が必
要。

①

直接アウトカム 1-(2)-3　体育の専科教員の配置を
推進しながら、学校の教育活動全
体を通じて、体育に関する活動の
充実が図られる

国は、教職員配置について、「義務標準法」
に基づき各学校における学級数等に応じて
基礎的な教職員定数を国の標準として定
めており、この中で、学級担任以外の教員
も配置できるよう、学級数以上の定数が算
定されるようになっている。
また、平成23年４月の義務標準法改正によ
り、上記の基礎的な定数とは別に措置され
る、いわゆる加配定数について、新たに小
学校における教科の専門的な指導を実施
するための加配措置が設けられたところで
あり、地方公共団体においては、これらの
定数も活用し、体育の専科教員の配置を推
進しながら、学校の教育活動全体を通じ
て、体育に関する活動の充実を図ることが
期待される。

地方公共
団体

体育の専任教員を配置し
ているか

学校における体育専科教
員の配置率

全国体力・運動能力、運
動習慣等調査／文部科学
省

体育に関する活動が充実している
かという点については中間アウトカ
ムと同じであるため、直接アウトカ
ムとしては設定しない。

②

体育の授業等の計画に地
域のスポーツ指導者を活
用している小学校の割合
（＝体育の授業等の計画
に地域のスポーツ指導者
を活用している小学校数
／小学校数）

※新たな調査が必要か ②

小学校体育活動コーディ
ネーターの派遣者数

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 1-(2)-4　地域のスポーツ指導者等
が積極的に活用される

地方公共
団体

地域のスポーツ指導者等
が積極的に活用されてい
るか

地域のスポーツ指導者の
活用状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 1-(2)-4　地域での教育支援体制が
強化される

国は、地域での教育支援体制を強化する
ため、地域のスポーツ指導者を活用するな
どして、小学校全体の体育の授業等を計画
したり、担任とティームティーチングで体育
の授業に取り組む人材（小学校体育活動
コーディネーター）の派遣体制の整備を支
援する。地方公共団体においては、地域の
スポーツ指導者等を積極的に活用すること
が望まれる。

国 地域での教育支援体制が
強化されているか

地域のスポーツ施設が障
害者を受け入れる際に必
要な運営上・指導上の留
意点に関する手引きや、
新しい種目、用品・用具等
の開発・実践研究が実施
されているか

中間アウトカム 1-(2)　学校の教育活動全体を通じ
て児童生徒がスポーツの楽しさや
喜びを味わえる

教員の指導力の向上やスポーツ指導者の
活用等による体育・保健体育の授業の充
実、運動部活動の活性化等により、学校の
教育活動全体を通じて、児童生徒がスポー
ツの楽しさや喜びを味わえるようにするとと
もに、体力の向上を図る。

－

国及び地方公共団体は、地域のスポーツ
施設やスポーツ指導者に対する障害者の
ニーズを把握する。また、障害者スポーツ
団体等と連携を図りつつ、地域のスポーツ
施設が障害者を受け入れる際に必要な運
営上・指導上の留意点に関する手引きや、
新しい種目、用品・用具等の開発・実践研
究を推進する。

直接アウトカム 1-(1)-5　地域のスポーツ施設が障
害者を受け入れる際に必要な運営
上・指導上の留意点に関する手引
きや、新しい種目、用品・用具等の
開発・実践研究が推進される

国及び地
方公共団
体

直接アウトカム 1-(2)-1　学習指導要領に基づく発
達の段階に応じた指導内容が定着
する

国は、平成20年及び平成21年に改訂した
学習指導要領に基づく発達の段階に応じた
指導内容の定着を図る観点から、教員の
実技指導研修等を支援するとともに、児童
生徒に模範となる実技を視覚的に示すため
の体育・保健体育の授業のためのデジタル
教材の作成・提供等の取組を推進する。
地方公共団体においては、研修会の開催
や実技指導資料等の作成により、教員の
指導力向上を図ることが期待される。

国 学習指導要領に基づく発
達の段階に応じた指導内
容が定着しているか

1-(2)-1　教員の指導力向上が図ら
れる

地方公共
団体

教員の指導力が向上して
いるか
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

１．学校と地域における子どものスポーツ機会の充実

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム

指導体制の充実化が図ら
れているか

地域の指導者等の活用状
況

※新たな調査が必要か ④

施設等が整備されている
か

公立中学校武道場整備率 文部科学省調べ ②

国 武道等の指導の充実を図
る取組の支援がなされて
いるか

武道等の指導の充実を図
る取組に対する支援の実
施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 1-(2)-6　生徒のスポーツに関する
多様なニーズに応えた中学校及び
高等学校の運動部活動の充実が
促進され、生徒の運動部活動への
参加機会が充実する

国は、生徒のスポーツに関する多様なニー
ズに応えた中学校及び高等学校の運動部
活動の充実を促進し、生徒の運動部活動
への参加機会を充実させるため、複数校に
よる合同実施やシーズン制等による複数種
目実施、総合型地域スポーツクラブ（「総合
型クラブ」）との連携等運動部活動における
先導的な取組を支援する。
これらを通じて、男子と比較して加入率が
低い女子の運動部活動への参加機会の向
上を図る。

国 運動部活動への参加機会
が充実しているか

中学校における運動部活
動の参加率
高等学校における運動部
活動の参加率

中学校：（財）日本中体連
調べ
高等学校：（財）日本高体
連調べ及び（財）日本高野
連調べ

1-(2)-6と1-(2)-7は主体が違うだけ
で同じアウトカムか
「参加機会の充実」は明確に定義
されていないが、原文において「加
入率が低い女子」に言及してある
ため、参加率を指標として設定

③

直接アウトカム 1-(2)-7　児童生徒の多様なニーズ
に応える運動部活動が推進される

地方公共団体においては、運動部活動の
充実のため、児童生徒のスポーツに関する
多様なニーズに応える柔軟な運営等を行う
取組を一層促進することが期待される。
また、こうした児童生徒の多様なニーズに
応える運動部活動を推進するため、研修等
により運動部活動に関する指導力や経営・
調整能力の向上を図るとともに、学校と地
域のスポーツ指導者との連携を支援するこ
とも期待される。その際、総合型クラブ等と
の連携についても、一層理解の促進を図る
ことが求められる。さらに、運動部活動の指
導に当たる教員の意欲を高める取組を行う
ことも期待される。

地方公共
団体

運動部活動が児童生徒の
多様なニーズに応えてい
るか

中学校における運動部活
動の参加率
高等学校における運動部
活動の参加率

中学校：（財）日本中体連
調べ
高等学校：（財）日本高体
連調べ及び（財）日本高野
連調べ

1-(2)-6と1-(2)-7は主体が違うだけ
で同じアウトカムか

③

スポーツ団体が主催する
大会等のうち、総合型クラ
ブで活動する生徒の参加
を認めている割合
（＝総合型クラブで活動す
る生徒の参加を認めてい
る大会等の数／スポーツ
団体が主催する大会等の
数）

※新たな調査が必要か ②

スポーツ団体が主催する
大会等のうち、地域ス
ポーツクラブの大会との
交流大会を行っている割
合
（＝地域スポーツクラブの
大会との交流大会を行う
大会等の数／スポーツ団
体が主催する大会等の
数）

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 1-(2)-9　学校の体育に関する活動
を安心して行うことができる

国及び地方公共団体は、学校の体育に関
する活動を安心して行うことができるよう、
スポーツ医・科学を活用したスポーツ事故
の防止及びスポーツ障害の予防・早期発
見に関する知識の普及啓発や、学校とス
ポーツドクター等地域の医療機関の専門家
等との連携を促進するとともに、安全性の
向上や事故防止等についての教員等の研
修の充実を図る。その際、マウスガードの
着用の効果等の普及啓発を図ることも考え
られる。また、学校で保有しているスポーツ
用具の定期的な点検・適切な保管管理に
関する啓発を図る。

国及び地
方公共団
体

児童生徒が学校の体育に
関する活動を安心して行
えているか

学校の体育に関する活動
を安心して行うことができ
ると答える児童生徒の割
合
（＝学校の体育に関する
活動を安心して行うことが
できると答える児童生徒
／児童生徒数）

※新たな調査が必要か ①

災害共済給付業務から得
られる学校の管理下にお
ける災害事例についての
調査・分析の実施状況

※新たな調査が必要か ④

学校関係者等への情報提
供の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 1-(2)-11　障害のある児童生徒の
学校の体育に関する活動につい
て、障害の種類や程度に応じて参
加できるようになる

国は、障害のある児童生徒の学校の体育
に関する活動について、障害の種類や程
度に応じて参加できるようにするため、適切
かつ効果的な指導の在り方について調査
し、先導的な取組を検討・推進する。

国 障害のある児童生徒が、
学校の体育に関する活動
について、障害の種類や
程度に応じて参加できて
いるか

障害のある児童生徒の学
校の体育に関する活動へ
の参加率
（＝体育に関する活動に
関する活動に参加する、
障害のある児童生徒の数
／障害のある児童生徒の
数）

※新たな調査が必要か ①

直接アウトカム 1-(2)-12　障害のある児童生徒の
学校の体育に関する活動が推進さ
れる

地方公共団体においては、障害のある児
童生徒の学校の体育に関する活動を推進
するため、学校と地域のスポーツ関係者等
との連携を促進することが期待される。

地方公共
団体

障害のある児童生徒の学
校の体育に関する活動が
推進されているか

障害のある児童生徒の学
校の体育に関する活動の
推進状況

※新たな調査が必要か 指標（理念形）を直接測ることも困
難であるが、原文で手段にあたる
「学校と地域のスポーツ関係者等
との連携」についても定義が困難

④

直接アウトカム 1-(2)-13　障害のある児童生徒の
教育的ニーズに応じて適切な教育
的支援が行われる

障害のある児童生徒の教
育的ニーズに応じた適切
な教育的支援が実施され
ているか

「個別の教育支援計画」の
作成率
（＝「個別の教育支援計
画」の作成を行う学校数
／学校数）

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 1-(2)-13　障害の有無にかかわら
ず、ともに体を動かす喜びを味わう
とともに交流を深める取組等が行
われる

「交流及び共同学習」を行
う際に、障害の有無に関
わらず、ともに体を動かす
喜びを味わい、交流が深
められているか

「交流及び共同学習」を行
う際に、障害の有無に関
わらず、ともに体を動かす
活動が楽しいと答える児
童生徒の割合
（＝障害の有無に関わら
ず、ともに体を動かす活動
が楽しいと答える児童生
徒数／児童生徒数）

※新たな調査が必要か ③

学校施設の耐震化率 公立学校施設の耐震改修
状況調査／文部科学省

体育施設のみの耐震化率がある
か

②

芝生化整備率 文部科学省調べ ②

1-(2)-14　子どもが楽しく安全にス
ポーツに親しめる環境が創り出さ
れる

国は、子どもが楽しく安全にスポーツに親し
める環境を創り出すため、地方公共団体が
行う学校体育施設の耐震化や、学校の実
態に応じたグラウンドの芝生化等の学校体
育施設の充実を支援する。

国直接アウトカム

直接アウトカム

学校体育団体等のスポー
ツ団体において、主催す
る大会等について、国や
地方公共団体と協議しな
がら総合型クラブで活動
する生徒等の参加を認め
たり、地域スポーツクラブ
の大会との交流大会を実
施したりするなど、柔軟な
対応が図られるよう検討さ
れているか

1-(2)-5　安全かつ効果的な指導が
なされる

地方公共団体においては、中学校における
武道等の必修化に伴い、安全かつ効果的
な指導のために、地域の指導者等の積極
的な活用等による指導体制の充実や、施
設等の整備を図ることが期待される。国に
おいては、武道等の指導の充実を図る取
組を支援する。

地方公共
団体

直接アウトカム

直接アウトカム 1-(2)-8　学校体育団体等のスポー
ツ団体において、主催する大会等
について、国や地方公共団体と協
議しながら総合型クラブで活動する
生徒等の参加を認めたり、地域ス
ポーツクラブの大会との交流大会
を実施したりするなど、柔軟な対応
が図られる

学校体育団体等スポーツ団体においては、
主催する大会等について、国や地方公共
団体と協議しながら総合型クラブで活動す
る生徒等の参加を認めたり、地域スポーツ
クラブの大会との交流大会を実施したりす
るなど、柔軟な対応が図られるよう検討す
ることが期待される。

学校体育
団体等ス
ポーツ団
体

子どもが楽しく安全にス
ポーツに親しめる環境が
創り出されているか

1-(2)-10　災害共済給付業務から
得られる学校の管理下における災
害事例について、調査・分析が行
われ、学校関係者等に情報提供が
行われる

独立行政法人日本スポーツ振興センター
は、災害共済給付業務から得られる学校の
管理下における災害事例について、医学・
歯学等の専門家と連携しつつ、調査・分析
を行い、学校関係者等に情報提供を行う。

独立行政
法人日本
スポーツ振
興センター

災害共済給付業務から得
られる学校の管理下にお
ける災害事例について、
調査・分析が行われ、学
校関係者等への情報提供
がなされているか

学校においては、「個別の教育支援計画」
を作成するなど、障害のある児童生徒の教
育的ニーズに応じて適切な教育的支援を
行うことが求められる。また、「交流及び共
同学習」を行う際は、障害のある児童生徒
の実態に応じた配慮を行いつつ、障害の有
無にかかわらず、ともに体を動かす喜びを
味わうとともに交流を深める取組等を行うこ
とも期待される。

学校
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

１．学校と地域における子どものスポーツ機会の充実

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム

学校体育施設の耐震化が
行われているか

学校施設の耐震化率 公立学校施設の耐震改修
状況調査／文部科学省

体育施設のみの耐震化率がある
か

②

学校グラウンドの芝生化
が行われているか

芝生化整備率 文部科学省調べ ②

1-(3)　地域のスポーツ環境の充実
により、子どものスポーツ機会が向
上する

地域社会全体が連携・協働して、総合型ク
ラブをはじめとした地域のスポーツ環境の
充実により、子どものスポーツ機会を向上
させる。

－ 地域のスポーツ環境が充
実し、子どものスポーツ参
加機会が向上しているか

子どもの地域スポーツへ
の参加率
（＝地域スポーツに参加し
たことがある子どもの数／
子どもの数）

※新たな調査が必要か ③

運動やスポーツの実施時
間（中学校女子）

全国体力・運動能力、運
動習慣等調査／文部科学
省
「ふだんの1週間について
聞きます。学校、学校外で
1日の運動やスポーツをし
ている時間を合計すると、
おおよそどのくらいしてい
ますか（学校の体育の授
業をのぞきます）」

②

（総合型クラブの）創設済
みクラブ数

総合型地域スポーツクラ
ブに関する実態調査／文
部科学省

「創設済みクラブがある市区町村
数」という指標もある

②

スポーツ少年団への加入
率

日本体育協会調べ ②

地域で実施される運動や
スポーツに関する行事へ
の参加回数

子どもの体力向上のため
の取組ハンドブック ／文
部科学省

②

直接アウトカム 1-(3)-2　運動習慣が身に付いてい
ない子どもやスポーツが苦手な子
どもを運動好きにするためのきっか
けがもたらされるとともに、豊かな
人間性・社会性が育まれる

国は、運動習慣が身に付いていない子ども
やスポーツが苦手な子どもを運動好きにす
るためのきっかけをもたらすとともに、豊か
な人間性・社会性を育むため、スポーツ・レ
クリエーション活動等の活用を推進する。
このため、国立青少年教育施設・国立公
園・国営公園等におけるハイキング、トレッ
キング、サイクリングやキャンプ活動等野
外活動やスポーツ・レクリエーション活動を
推進する。

国 運動習慣が身に付いてい
ない子どもやスポーツが
苦手な子どもを運動好き
にするためのきっかけが
もたらされるとともに、豊
かな人間性・社会性が育
まれているか

スポーツ・レクリエーション
活動等の活用の推進状況

※新たな調査が必要か ④

野外活動に関する知識と
経験を備えた質の高い指
導者の養成人数

※新たな調査が必要か 「質の高い指導者」の定義が明確
でない

②

野外活動の重要性に関す
る認知度

※新たな調査が必要か ③

直接アウトカム 1-(3)-4　旅行先で気軽に多様なス
ポーツに親しめるスポーツツーリズ
ムを推進し、子どもにとって居住地
域だけでは不足しがちなスポーツ
機会を向上させる

国は、旅行先で気軽に多様なスポーツに親
しめるスポーツツーリズムを推進し、子ども
にとって居住地域だけでは不足しがちなス
ポーツ機会を向上させる取組を推進する。

国 子どもにとって居住地域
だけでは不足しがちなス
ポーツ機会の向上がなさ
れているか

スポーツツーリズムを経
験したことがある子どもの
数

※新たな調査が必要か 2-(1)-8との関係を考慮 ③

直接アウトカム 1-(3)-5　学校の体育に関する活動
と地域スポーツの連携が促進され
る

国は、学校の体育に関する活動と地域ス
ポーツの連携促進の観点から、総合型クラ
ブによる学校へのスポーツ指導者派遣の
ための体制の整備を推進する。

国 学校の体育に関する活動
と地域スポーツの連携が
促進されているか

学校の体育に関する活動
と地域スポーツの連携状
況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 1-(3)-6　子どもの多様なスポーツ
活動が効率的・効果的に行われる
ための取組が推進される

地方公共団体においては、学校、総合型ク
ラブ、スポーツ少年団、学校体育団体、競
技団体、野外活動関係団体、スポーツ・レ
クリエーション活動関係団体、障害者ス
ポーツ団体等が連携して、子どもの多様な
スポーツ活動が効率的・効果的に行われる
ための取組を推進することが期待される。
具体的には、地域の実情に応じて、子ども
のスポーツに関する団体等が一堂に会す
る場を設定し、子どもの指導に関する理念
等についての共通理解を促進させるととも
に、子どものスポーツへの参加機会の選択
肢を充実させるための取組等について協議
することも考えられる。

地方公共
団体

子どもの多様なスポーツ
活動が効率的・効果的に
行われるための取組が推
進されているか

地域スポーツクラブとの連
携の支援状況
地域と連携した子供の体
力向上に関する施策の実
施状況

全国調査教育委員会アン
ケート／文部科学省

平成25年度の質問項目に以下が
含まれている。
・地域スポーツクラブとの連携の支
援
・地域と連携した子供の体力向上
に関する施策の実施

④

幅広い世代の参加者を確
保したクラブ運営の実施
状況

※新たな調査が必要か ④

総合型クラブにおいて活
躍するスポーツ指導者に
対し、学校の体育に関す
る活動に対する理解の促
進を図る取組の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 1-(3)-8　中学生や高校生のスポー
ツ少年団への参加の促進に対する
取組が行われる

スポーツ少年団においては、子どもにジュ
ニアリーダー・シニアリーダーとして、ス
ポーツとの多様な関わり方の場を提供する
ことや、中学校の部活動との連携等を通じ
て、中学生や高校生の参加の促進に対す
る取組を行うことが期待される。

スポーツ少
年団

中学生や高校生のスポー
ツ少年団への参加の促進
に対する取組が行われて
いるか

スポーツ少年団への加入
率

日本体育協会調べ ①

直接アウトカム 1-(3)-9　子どもの発達の段階に応
じて多様な指導を行うことができる
スポーツ指導者の養成及び資質の
向上が図られる

スポーツ団体においては、子どもの発達の
段階に応じて多様な指導を行うことができ
るスポーツ指導者の養成及び資質の向上
を図るための講習会やスポーツ指導者養
成事業等に取り組むことが期待される。

スポーツ団
体

子どもの発達の段階に応
じて多様な指導を行うこと
ができるスポーツ指導者
の養成及び資質の向上が
図られているか

子どもの発達の段階に応
じて多様な指導を行うこと
ができるスポーツ指導者
の養成状況

※新たな調査が必要か 「子どもの発達の段階に応じて多
様な指導を行うことができるスポー
ツ指導者」の定義が明確でない

④

1-(3)-1　積極的にスポーツを行わ
ない子どもに対して魅力ある活動を
提供し、子どものスポーツ環境が充
実する

国は、中学校女子をはじめ積極的にスポー
ツを行わない子どもに対して魅力ある活動
を提供し、子どものスポーツ環境の充実を
図るため、総合型クラブやスポーツ少年団
をはじめとした地域における子どもの多様
なスポーツ機会を充実させるための取組を
推進する。

国 子どものスポーツ環境が
充実しているか

子どもが伸び伸びと、かつ
安全に野外活動等を実施
できるか

直接アウトカム 1-(3)-7　子どもと保護者・家族が、
異年齢の子どもや多世代の大人と
ともにスポーツに親しむことができ
る

総合型クラブにおいては、子どもと保護者・
家族が、異年齢の子どもや多世代の大人と
ともにスポーツに親しむことができるよう、
今後幅広い世代の参加者を確保したクラブ
運営が期待される。また、地方公共団体や
学校との連絡・協議により、総合型クラブに
おいて活躍するスポーツ指導者に対し、学
校の体育に関する活動に対する理解の促
進を図ることが望まれる。

総合型クラ
ブ

子どもと保護者・家族が、
異年齢の子どもや多世代
の大人とともにスポーツに
親しむことができているか

直接アウトカム 1-(3)-3　子どもが伸び伸びと、かつ
安全に野外活動等が実施できるよ
うになる

特に、国及び国立青少年教育施設を設置
する独立行政法人国立青少年教育振興機
構は、子どもが伸び伸びと、かつ安全に野
外活動等を実施できるよう、知識と経験を
備えた質の高い指導者の養成に引き続き
取り組むとともに、野外活動の重要性を幅
広く家庭や社会に伝え、社会全体で野外活
動等を推進する機運を高めるための普及
啓発等の取組をより一層推進する。

国及び独
立行政法
人国立青
少年教育
振興機構

直接アウトカム

中間アウトカム

直接アウトカム 1-(2)-15　耐震化やグラウンドの芝
生化等の学校体育施設が充実する

地方公共団体においては、耐震化やグラウ
ンドの芝生化等の学校体育施設の充実に
努めることが期待される。

地方公共
団体
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

１．学校と地域における子どものスポーツ機会の充実

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム

直接アウトカム 1-(3)-10　地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障害者の
ニーズが把握される

地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障
害者のニーズが把握され
ているか

地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障
害者のニーズ調査の実施
状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 1-(3)-10　地域のスポーツ施設が
障害者を受け入れる際に必要な運
営上・指導上の留意点に関する手
引きや、新しい種目、用品・用具等
の開発・実践研究が推進される

地域のスポーツ施設が障
害者を受け入れる際に必
要な運営上・指導上の留
意点に関する手引きや、
新しい種目、用品・用具等
の開発・実践研究が推進
されているか

地域のスポーツ施設が障
害者を受け入れる際に必
要な運営上・指導上の留
意点に関する手引きや、
新しい種目、用品・用具等
の開発・実践研究の実施
状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 1-(3)-11　障害者の競技大会への
参加や旅行先でもスポーツに親し
める機会が充実する

国は、障害者の競技大会への参加や旅行
先でもスポーツに親しめる機会を充実する
ため、民間事業者等と連携し、障害の有無
にかかわらず移動・旅行ができる環境整備
に取り組む。

国 障害者の競技大会への参
加や旅行先でもスポーツ
に親しめる機会が充実し
ているか

障害の有無にかかわらず
移動・旅行ができる環境
の整備状況

※新たな調査が必要か ④

国及び地方公共団体は、地域のスポーツ
施設やスポーツ指導者に対する障害者の
ニーズを把握する。また、障害者スポーツ
団体等と連携を図りつつ、地域のスポーツ
施設が障害者を受け入れる際に必要な運
営上・指導上の留意点に関する手引きや、
新しい種目、用品・用具等の開発・実践研
究を推進する。

国及び地
方公共団
体
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

２．若者のスポーツ参加機会の拡充や高齢者の体力つくり支援等ライフステージに応じたスポーツ活動の推進

（指標設定パターン） ；

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターン

成人の週1回以上のス
ポーツ実施率

成人の週1回以上のス

ポーツ実施率が3人に2人
（65％程度）

①

成人の週3回以上のス
ポーツ実施率

週3回以上のスポーツ実

施率が3人に1人（30％程
度）

①

成人のスポーツ未実施率
（1年間に一度もスポーツ
をしない者の割合）

成人のスポーツ未実施者
（1年間に一度もスポーツ
をしない者）の数がゼロ

①

男女別、各年齢別におけ
る週1回以上のスポーツ実
施率

男女別、各年齢別におい
て、週1回以上のスポーツ

実施率が3人に2人（65％
程度）

③

男女別、各年齢別におけ
る週3回以上のスポーツ実
施率

男女別、各年齢別におい
て、週3回以上のスポーツ

実質率が3人に1人（30％
程度）

③

男女別、各年齢別におけ
るスポーツ未実施率（1年
間に一度もスポーツをしな
い者の割合）

男女別、各年齢別におい
て、スポーツ未実施者（1
年間に一度もスポーツをし
ない者）の数がゼロ

③

直接アウトカム 2-(1)-1　ライフステージに応じたス
ポーツ活動の実態が把握される

ライフステージに応じたス
ポーツ活動の実態が把握
されているか

文部科学省において実施
されたライフステージに応
じたスポーツ活動の実態
の把握状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-1　ライフステージに応じたス
ポーツ活動を促進するための方策
が策定される

ライフステージに応じたス
ポーツ活動を促進するた
めの方策が策定されてい
るか

ライフステージに応じたス
ポーツ活動を促進するた
めの方策の検討状況

「ライフステージに応じたス
ポーツ活動の推進のため
の調査研究」（平成24年度
のみ）／文部科学省

④

各年齢層、性別等ごとに
日常的に望まれる運動量
の目安となる指針・基準の
策定状況

※新たな調査が必要か ④

各年齢層、性別等ごとに日
常的に望まれる運動量の
目安となる指針・基準の認
知度

※新たな調査が必要か ②

各年齢層、性別等ごとに日
常的に望まれる運動量の
目安となる指針・基準の普
及・啓発状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-3　総合型クラブや地方公共
団体等が行う地域におけるスポーツ
活動が支援される

独立行政法人日本スポーツ振興センター
は、助成等を通じ、総合型地域スポーツクラ
ブ（「総合型クラブ」）や地方公共団体等が行
う地域におけるスポーツ活動を支援する。

独立行政
法人日本
スポーツ振
興センター

総合型クラブや地方公共
団体等が行う地域におけ
るスポーツ活動が支援さ
れているか

総合型クラブや地方公共
団体等が行う地域におけ
るスポーツ活動に対する
支援の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-4　比較的若い年齢層（20歳
代、30歳代）のスポーツ参加機会が
拡充する

国 若い年齢層（20歳代、30
歳代）のスポーツ参加機会
が拡充されているか

若い年齢層（20歳代、30
歳代）のスポーツ参加が困
難な要因の分析実施状況

「ライフステージに応じたス
ポーツ活動の推進のため
の調査研究」（平成24年度
のみ）／文部科学省

④

直接アウトカム 2-(1)-4　スポーツ活動に参加しやす
い機会が充実する

地方公共
団体やス
ポーツ団体

スポーツ活動に参加しや
すい機会が充実している
か

スポーツに身近に親しむこ
とが出来る交流の場を設
定するなど、スポーツ活動
に参加しやすい機会の充
実状況

※新たな調査が必要か ④

仕事や家事・育児の合間
に行える運動の開発状況

※新たな調査が必要か ④

仕事や家事・育児の合間
に行える運動の普及・啓発
状況

※新たな調査が必要か ④

国は、スポーツ実施率の低い比較的若い年
齢層（20歳代、30歳代）のスポーツ参加機
会の拡充を図るため、これらの年齢層のス
ポーツ参加が困難な要因を分析する。地方
公共団体やスポーツ団体においては、ス
ポーツに身近に親しむことが出来る交流の
場を設定するなど、スポーツ活動に参加し
やすい機会を充実させることが期待される。

仕事や家事・育児とのバラ
ンスを図りながら日常的に
気軽にスポーツに親しめて
いるか

国直接アウトカム 2-(1)-5　仕事や家事・育児とのバラ
ンスを図りながら日常的に気軽にス
ポーツに親しめる

国は、独立行政法人、大学・研究機関、ス
ポーツ団体、民間事業者等と連携し、仕事
や家事・育児とのバランスを図りながら日常
的に気軽にスポーツに親しめるよう、仕事や
家事・育児の合間に行える運動等について
開発・普及・啓発を図る。

中間アウトカム 2-(1) ライフステージに応じたスポー
ツ参加等を促進する環境が整備さ
れる

年齢、性別を問わず人々がスポーツを行う
ようにするとともに、既にスポーツを行ってい
る者についてはさらなる実施頻度の向上を
目指し、ライフステージに応じたスポーツ参
加等を促進する環境を整備する。

－ ライフステージに応じたス
ポーツ参加等を促進する
環境が整備されているか

スポーツ実施率が向上する

指標（具体形）は、スポー
ツ基本計画で示された指
標

調査主体について、スポー
ツ基本計画上は内閣府と
されているが、平成25年1
月調査は文部科学省が実
施している。

「体力・スポーツに関する
世論調査」／内閣府（平成
21年度まで）、文部科学省

（平成24年度）

指標（具体形）は、スポー
ツ基本計画で示された指
標

調査主体について、スポー
ツ基本計画上は内閣府と
されているが、平成25年1
月調査は文部科学省が実
施している。

「体力・スポーツに関する
世論調査」／内閣府（平成
21年度まで）、文部科学省

（平成24年度）

アウトカム
最終アウトカム 2 ライフステージに応じたスポーツ

活動が推進される

多様な主体のスポーツ参加が促進される

各年齢層、性別等ごとに
日常的に望まれる運動量
の目安となる指針・基準が
策定され、普及・啓発がな
されているか

直接アウトカム

小見出し

国は、各年齢層や性別等ライフステージに
応じたスポーツ活動の実態を把握する調査
研究を行い、ライフステージに応じたスポー
ツ活動を促進するための方策を検討する。

国

小見出し

2-(1)-2　各年齢層、性別等ごとに日
常的に望まれる運動量の目安とな
る指針・基準が策定され、普及・啓
発される

国は、独立行政法人、地方公共団体、大
学・研究機関、スポーツ団体、民間事業者
等と連携を図りながら、スポーツ医・科学の
研究成果を活用し、心身の健康の保持・増
進のために各年齢層、性別等ごとに日常的
に望まれる運動量の目安となる指針・基準
の策定を行い、その普及・啓発を図る。

国

ライフステージに応じたスポーツ活動を推進
するため、国民の誰もが、それぞれの体力
や年齢、技術、興味・目的に応じて、いつで
も、どこでも、いつまでも安全にスポーツに
親しむことができる生涯スポーツ社会の実
現に向けた環境の整備を推進する。
そうした取組を通して、できるかぎり早期に、
成人の週1回以上のスポーツ実施率が3人
に2人（65％程度）、週3回以上のスポーツ

実施率が3人に1人（30％程度）となることを
目標とする。また、健康状態等によりスポー
ツを実施することが困難な人の存在にも留
意しつつ、成人のスポーツ未実施者（１年間
に一度もスポーツをしない者）の数がゼロに
近づくことを目標とする。

ライフステージに応じたス
ポーツ活動の推進がされ
ているか

－
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

２．若者のスポーツ参加機会の拡充や高齢者の体力つくり支援等ライフステージに応じたスポーツ活動の推進

（指標設定パターン） ；

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
環境・嗜好・適性に応じて
高齢者が無理なく日常的
に取り組むことができる、
日常生活動作を活かした
運動等の多様なスポーツ・
レクリエーションプログラム
の開発状況

「高齢者の体力つくり支援
事業」（継続）／文部科学
省

④

高齢者が無理なく日常的
に取り組むことができる、
日常生活動作を活かした
運動等の多様なスポーツ・
レクリエーションプログラム
の普及・啓発状況

「高齢者の体力つくり支援
事業」（継続）／文部科学
省

④

直接アウトカム 2-(1)-7　スポーツが苦手な人でも楽
しく、気軽にスポーツに親しめるス
ポーツ・レクリエーション活動が支援
される

国は、総合型クラブ等において行われる、ス
ポーツが苦手な人でも楽しく、気軽にスポー
ツに親しめるスポーツ・レクリエーション活動
を支援する。

国 スポーツが苦手な人でも
楽しく、気軽にスポーツに
親しめるスポーツ・レクリ
エーション活動が支援され
ているか

スポーツが苦手な人でも
楽しく、気軽にスポーツに
親しめるスポーツ・レクリ
エーション活動の支援状
況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-8　旅行先で気軽に多様なス
ポーツに親しめるスポーツツーリズ
ムが推進される

国は、旅行先で気軽に多様なスポーツに親
しめるスポーツツーリズムを推進し、ライフス
テージに応じたスポーツ機会を向上させる
取組を推進する。

国 旅行先で気軽に多様なス
ポーツに親しめるスポーツ
ツーリズムが推進されてい
るか

旅行先で気軽に多様なス
ポーツに親しめるスポーツ
ツーリズムの推進状況

※新たな調査が必要か 1-(3)-4と同様の指標だ

が、1-(3)-4「子ども」に限
定。

④

直接アウトカム 2-(1)-9　地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障害者の
ニーズが把握される

国及び地方公共団体は、地域のスポーツ施
設やスポーツ指導者に対する障害者のニー
ズを把握する。また、障害者スポーツ団体
等と連携を図りつつ、地域のスポーツ施設
が障害者を受け入れる際に必要な運営上・
指導上の留意点に関する手引きや、新しい
種目、用品・用具等の開発・実践研究を推
進する。

国及び地
方公共団
体

地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障
害者のニーズが把握され
ているか

地域のスポーツ施設やス
ポーツ指導者に対する障
害者のニーズの調査実施
状況

「健常者と障害者のスポー
ツ・レクリエーション活動連
携推進事業」／文部科学
省

1-(3)-10と同じ指標とした。 ④

直接アウトカム 2-(1)-9　地域のスポーツ施設が障
害者を受け入れる際に必要な運営
上・指導上の留意点に関する手引
きや、新しい種目、用品・用具等の
開発・実践研究が推進される

国及び地
方公共団
体

地域のスポーツ施設が障
害者を受け入れる際に必
要な運営上・指導上の留
意点に関する手引きや、
新しい種目、用品・用具等
の開発・実践研究が実施
されているか

地域のスポーツ施設が障
害者を受け入れる際に必
要な運営上・指導上の留
意点に関する手引きや、
新しい種目、用品・用具等
の開発・実践研究の実施
状況

「健常者と障害者のスポー
ツ・レクリエーション活動連
携推進事業」報告書／文
部科学省

④

直接アウトカム 2-(1)-10　障害者の競技大会への
参加や旅行先でもスポーツに親しめ
る機会が充実する

国は、障害者の競技大会への参加や旅行
先でもスポーツに親しめる機会を充実する
ため、民間事業者等と連携し、障害の有無
にかかわらず移動・旅行ができる環境整備
に取り組む。

国 障害者の競技大会への参
加や旅行先でもスポーツ
に親しめる機会が充実して
いるか

障害の有無にかかわらず
移動・旅行ができる環境の
整備状況

※新たな調査が必要か 1-(3)-11と同じ指標とした。 ④

直接アウトカム 2-(1)-11　職業人・社会人として経
験を積み、生活が安定し、子育ても
一段落するなど、余暇時間を自分
のために使える年齢層や定年退職
を迎え、仕事中心の生活から地域
における生活に比重が移行していく
年齢層が、スポーツボランティア等
のスポーツ活動を通じて、地域社会
に参加し積極的な役割を得る

地方公共団体においては、職業人・社会人
として経験を積み、生活が安定し、子育ても
一段落するなど、余暇時間を自分のために
使える年齢層や定年退職を迎え、仕事中心
の生活から地域における生活に比重が移行
していく年齢層が、スポーツボランティア等
のスポーツ活動を通じて、地域社会に参加
し積極的な役割を得ることができるよう、ス
ポーツプログラムやスポーツイベント等様々
な機会を提供することが期待される。

地方公共
団体

職業人・社会人として経験
を積み、生活が安定し、子
育ても一段落するなど、余
暇時間を自分のために使
える年齢層や定年退職を
迎え、仕事中心の生活か
ら地域における生活に比
重が移行していく年齢層
が、スポーツボランティア
等のスポーツ活動を通じ
て、地域社会に参加し積
極的な役割を得ているか

職業人・社会人として経験
を積み、生活が安定し、子
育ても一段落するなど、余
暇時間を自分のために使
える年齢層や定年退職を
迎え、仕事中心の生活か
ら地域における生活に比
重が移行していく年齢層
が、スポーツボランティア
等のスポーツ活動を通じ
て、地域社会に参加し積
極的な役割を得ることがで
きるようになることを目的と
したのスポーツプログラム
やスポーツイベントの実施
状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-12　スポーツ未実施者やス
ポーツが苦手な人に対するスポー
ツへの参加のきっかけづくりに取り
組まれる

地方公共団体や総合型クラブ等のスポーツ
団体においては、親子や家族がともに参加
できるスポーツ教室やスポーツイベントの開
催等を通じて、スポーツ未実施者やスポー
ツが苦手な人に対するスポーツへの参加の
きっかけづくりに取り組むことが期待される。

地方公共
団体や総
合型クラブ
等のス
ポーツ団体

スポーツ未実施者やス
ポーツが苦手な人に対す
るスポーツへの参加のきっ
かけづくりがなされている
か

親子や家族がともに参加
できるスポーツ教室やス
ポーツイベントの開催等、
スポーツ未実施者やス
ポーツが苦手な人に対す
るスポーツへの参加のきっ
かけづくりの実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-13　特定の年齢層・性別等を
ターゲットとしたスポーツプログラム
やスポーツ教室、スポーツイベント
等が開催される

総合型クラブ等の地域スポーツクラブにお
いては、若者デーやレディースデーを設ける
など特定の年齢層・性別等をターゲットに、
スポーツプログラムやスポーツ教室、スポー
ツイベント等を開催することが期待される。

総合型クラ
ブ等の地
域スポーツ
クラブ

特定の年齢層・性別等を
ターゲットしたスポーツプロ
グラムやスポーツ教室、ス
ポーツイベント等が開催さ
れているか

特定の年齢層・性別等を
ターゲットとしたスポーツプ
ログラムやスポーツ教室、
スポーツイベント等の開催
状況数

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-14　「スポーツのためのノー残
業デー」を設けたり、社内報でス
ポーツの重要性を広報するなど積
極的な取組がなされる

職場において、「スポーツのためのノー残業
デー」を設けたり、社内報でスポーツの重要
性を広報するなど積極的な取組が期待され
る。

職場 「スポーツのためのノー残
業デー」を設けたり、社内
報でスポーツの重要性を
広報するなど積極的な取
組がなされているか

職場において、「スポーツ
のためのノー残業デー」を
設けたり、社内報でスポー
ツの重要性を広報するな
ど、スポーツへの参加が
促進されるための積極的
な取組の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 高齢者に対するスポーツ
参加機会が拡充されてい
るか

国2-(1)-6　高齢者に対するスポーツ
参加機会が拡充する

国は、高齢者に対するスポーツ参加機会の
拡充を図るため、環境・嗜好・適性に応じて
高齢者が無理なく日常的に取り組むことの
できる、日常生活動作を活かした運動等の
多様なスポーツ・レクリエーションプログラム
を開発し、その普及・啓発を図る。
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

２．若者のスポーツ参加機会の拡充や高齢者の体力つくり支援等ライフステージに応じたスポーツ活動の推進

（指標設定パターン） ；

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム

直接アウトカム 2-(1)-15　スポーツボランティア活動
に対する国民の関心が高まる

国は、地方公共団体、大学・研究機関、ス
ポーツ団体、民間事業者等と連携を図りつ
つ、スポーツボランティア活動に関する事例
の紹介等の普及・啓発活動を通して、ス
ポーツボランティア活動に対する国民の関
心を高める。

国 スポーツボランティア活動
に対する国民の関心が高
まっているか

スポーツボランティア活動
に関する事例の紹介等の
普及・啓発状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-16　スポーツボランティア活動
が奨励される

地方公共団体においては、スポーツボラン
ティアとして大きな貢献がある者を、例えば
「スポーツボランティアマスター（仮称）」とし
て認定しその功績を称えること等により、ス
ポーツボランティア活動を奨励することが期
待される。

地方公共
団体

スポーツボランティア活動
が奨励されているか

スポーツボランティアとして
大きな貢献がある者の功
績を称えること等によるス
ポーツボランティア活動の
奨励状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(1)-17　地域住民が、日常的に総
合型クラブをはじめとした地域ス
ポーツクラブやスポーツ団体等の運
営に参画できたり、校区運動会や地
域スポーツ大会等のスポーツイベン
トの運営・実施やスポーツの指導に
参画できる環境が整えられる

地方公共団体やスポーツ団体等において
は、地域住民が、日常的に総合型クラブを
はじめとした地域スポーツクラブやスポーツ
団体等の運営に参画できたり、校区運動会
や地域スポーツ大会等のスポーツイベント
の運営・実施やスポーツの指導に参画でき
る環境を整えることが期待される。

地方公共
団体やス
ポーツ団体
等

地域住民が、日常的に総
合型クラブをはじめとした
地域スポーツクラブやス
ポーツ団体等の運営に参
画できたり、校区運動会や
地域スポーツ大会等のス
ポーツイベントの運営・実
施やスポーツの指導に参
画できる環境が整備され
ているか

地域住民が、日常的に総
合型クラブをはじめとした
地域スポーツクラブやス
ポーツ団体等の運営に参
画できたり、校区運動会や
地域スポーツ大会等のス
ポーツイベントの運営・実
施やスポーツの指導に参
画できる環境の整備状況

※新たな調査が必要か ④

2-(2) スポーツによって生じる事

故・外傷・障害等の防止や軽減が

図られる

安心してスポーツ活動を行うための環境を
整備し、スポーツによって生じる事故・外傷・
障害等の防止や軽減を図る。

－ スポーツによって生じる事
故・外傷・障害等の防止や
軽減が図られているか

スポーツによって生じる事
故・外傷・障害等の発生数

※新たな調査が必要か 基本計画において「地域ス
ポーツにおける事故・外
傷・障害等の実態を把握
し、軽減することが喫緊の
課題となっている。」、「地
方公共団体においては、
スポーツ医・科学の成果を
地域スポーツの様々な場
面で活用できるよう、ス
ポーツ事故・外傷・障害等
に関するデータの整備・提
供や、研究者を講師とする
研修等において研究成果
の普及・啓発を図ることが
期待される。」と記載されて
いる。

①

直接アウトカム 2-(2)-1　全国的なスポーツ事故・外
傷・障害等の実態が把握され、その
原因が分析され、スポーツ事故・外
傷・障害等の確実な予防を可能に
するスポーツ医・科学の疫学的研究
の取組が推進される

国は、独立行政法人、大学・研究機関、ス
ポーツ団体、民間事業者等と連携を図りつ
つ、全国的なスポーツ事故・外傷・障害等の
実態を把握し、その原因を分析して、スポー
ツ事故・外傷・障害等の確実な予防を可能
にするスポーツ医・科学の疫学的研究の取
組を推進する。

国 スポーツ事故・外傷・障害
等の確実な予防を可能に
するスポーツ医・科学の疫
学的研究の取組が推進さ
れているか

全国的なスポーツ事故・外
傷・障害等の実態把握及
び原因分析の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(2)-2　開発した高度なスポーツ
医・科学の研究成果がスポーツ事
故・外傷・障害等の防止等に活用さ
れ、人々の日常のスポーツ活動に
広く還元される

国立スポーツ科学センターは、開発した高
度なスポーツ医・科学の研究成果をスポー
ツ事故・外傷・障害等の防止等に活用し、
人々の日常のスポーツ活動に広く還元す
る。

国立ス
ポーツ科学
センター

開発した高度なスポーツ
医・科学の研究成果がス
ポーツ事故・外傷・障害等
の防止等へ活用され、
人々の日常のスポーツ活
動に広く還元されているか

開発した高度なスポーツ
医・科学の研究成果のス
ポーツ事故・外傷・障害等
の防止等への活用状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(2)-3　スポーツ医・科学の成果が
地域スポーツの様々な場面で活用
される

地方公共団体においては、スポーツ医・科
学の成果を地域スポーツの様々な場面で活
用できるよう、スポーツ事故・外傷・障害等
に関するデータの整備・提供や、研究者を
講師とする研修等において研究成果の普
及・啓発を図ることが期待される。

地方公共
団体

スポーツ医・科学の成果が
地域スポーツの様々な場
面で活用されているか

スポーツ事故・外傷・障害
等に関するデータの整備・
提供や、研究者を講師とす
る研修等における研究成
果の普及・啓発の状況

※新たな調査が必要か ④

スポーツ指導者等を対象
とした、スポーツ事故・外
傷・障害等に関わる最新
のスポーツ医・科学的知見
を学習するための研修や
スポーツ用具の定期的な
点検及び適切な保管管理
に関する啓発の機会の設
定状況

※新たな調査が必要か ④

スポーツ指導者等を対象
とした、スポーツドクター等
地域の医療機関の専門家
等との連携状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(2)-4　スポーツに関する保険制
度について普及を促すなど、事故対
応に係る意識の啓発が促進される

事故対応に係る意識の啓
発が促進されているか

事故対応に係る意識の啓
発状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(2)-5　スポーツ事業の実施・運営

にあたり、AED設置の確認や携行、
機器を使用できる者の会場配置
等、不測の事態が生じた際に速や
かにＡＥＤを使用できる体制整備を
図るよう普及・啓発される

国は、地方公共団体やスポーツ団体に対し
て、スポーツ事業の実施・運営にあたり、ＡＥ
Ｄ設置の確認や携行、機器を使用できる者
の会場配置等、不測の事態が生じた際に速
やかにAEDを使用できる体制整備を図るよ
う普及・啓発する。

国 スポーツ事業の実施・運営
にあたり、不測の事態が生
じた際に速やかにＡＥＤを
使用できる体制整備を図
るよう普及・啓発されてい
るか

AEDの普及・啓発状況 「自動体外式除細動器
（AED）の携行等について

（依頼）」（平成23年8月19
日）／文部科学省

AEDの設置台数（平成22
年度厚生労働科学研究
「循環器疾患等の救命率
向上に資する効果的な救
急蘇生法の普及啓発に関
する研究」）

④

スポーツボランティア活動が普及促進される

中間アウトカム

小見出し

国、独立行政法人、地方公共団体及びス
ポーツ団体等は、スポーツ指導者やクラブ
マネジャー、スポーツイベントの主催者、ス
ポーツ施設の管理者等を対象として、ス
ポーツ事故・外傷・障害等に関わる最新の
スポーツ医・科学的知見を学習するための
研修やスポーツ用具の定期的な点検及び
適切な保管管理に関する啓発の機会を設
けるとともに、スポーツドクター等地域の医
療機関の専門家等との連携を促進するな
ど、スポーツ事故・外傷・障害等を未然に防
止するための取組を推進する。あわせて、
スポーツに関する保険制度について普及を
促すなど、事故対応に係る意識の啓発を促
進する。

国、独立行
政法人、地
方公共団
体及びス
ポーツ団体
等

スポーツ指導者やクラブマ
ネジャー、スポーツイベン
トの主催者、スポーツ施設
の管理者等を対象として、
スポーツ事故・外傷・障害
等に関わる最新のスポー
ツ医・科学的知見を学習す
るための研修やスポーツ
用具の定期的な点検及び
適切な保管管理に関する
啓発の機会が設けられて
いるとともに、スポーツドク
ター等地域の医療機関の
専門家等との連携を促進
するなど、スポーツ事故・
外傷・障害等を未然に防
止するための取組が推進
されているか

直接アウトカム 2-(2)-4　スポーツ指導者やクラブマ
ネジャー、スポーツイベントの主催
者、スポーツ施設の管理者等を対
象として、スポーツ事故・外傷・障害
等に関わる最新のスポーツ医・科学
的知見を学習するための研修やス
ポーツ用具の定期的な点検及び適
切な保管管理に関する啓発の機会
が設けられるとともに、スポーツドク
ター等地域の医療機関の専門家等
との連携を促進するなど、スポーツ
事故・外傷・障害等を未然に防止す
るための取組が推進される
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

２．若者のスポーツ参加機会の拡充や高齢者の体力つくり支援等ライフステージに応じたスポーツ活動の推進

（指標設定パターン） ；

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
直接アウトカム 2-(2)-6　公共スポーツ施設等にお

いて保有されるAEDについて、定期
的な点検や適切な保管管理が行わ
れる

保有する公共スポーツ施
設等におけるＡＥＤの定期
的な点検や適切な保管管
理が行われているか

保有する公共スポーツ施
設等におけるＡＥＤの定期
的な点検や適切な保管管
理状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(2)-6　AEDの設置の有無や、設
置の機器のタイプ等を表示して、施
設利用者に周知される

AEDの設置の有無や、設
置の機器のタイプ等を表
示して、施設利用者に周
知しているか

AEDの設置の有無や、設
置の機器のタイプ等の表
示状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 2-(2)-7　国立青少年教育施設・国
営公園等におけるハイキング、ト
レッキング、サイクリングやキャンプ
活動等野外活動やスポーツ・レクリ
エーション活動の場となる施設等の
安全確保がなされる

国は、国立青少年教育施設・国営公園等に
おけるハイキング、トレッキング、サイクリン
グやキャンプ活動等野外活動やスポーツ・
レクリエーション活動の場となる施設等の安
全確保を図る。

国 国立青少年教育施設・国
営公園等における野外活
動やスポーツ・レクリエー
ション活動の場となる施設
等の安全確保がなされて
いるか

国立青少年教育施設・国
営公園等におけるハイキ
ング、トレッキング、サイク
リングやキャンプ活動等野
外活動やスポーツ・レクリ
エーション活動の場となる
施設等の安全確保状況

※新たな調査が必要か 安全確保がなされている
状態の定義が不明

④

直接アウトカム 2-(2)-8　子どもや女性、高齢者、障
害者を含む全ての地域住民が楽しく
安全にスポーツ・レクリエーション活
動を含むスポーツに親しめる環境が
創り出される

地方公共
団体

子どもや女性、高齢者、障
害者を含む全ての地域住
民が楽しく安全にスポー
ツ・レクリエーション活動を
含むスポーツに親しめる環
境が創り出されているか

バリアフリー化や耐震化等
による公共スポーツ施設
等の安全確保状況

※新たな調査が必要か 安全確保状況の内訳をみ
る指標としては以下のよう
なものも考えられる。

公共施設等のバリアフリー
化率
（＝バリアフリーの公共施
設数／公共施設数）
（※新たな調査が必要）

学校施設の耐震化率
（公立学校施設の耐震改
修状況調査／文部科学
省）

④

直接アウトカム 2-(2)-8　地方公共団体が行う公共
スポーツ施設等の安全確保対策の
支援がなされる

国 地方公共団体が行う公共
スポーツ施設等の安全確
保対策の支援がなされて
いるか

地方公共団体が行う公共
スポーツ施設等の安全確
保対策の支援の実施状況

「社会体育施設耐震化事
業」／文部科学省

④

地方公共団体においては、子どもや女性、
高齢者、障害者を含む全ての地域住民が楽
しく安全にスポーツ・レクリエーション活動を
含むスポーツに親しめる環境を創り出すた
め、バリアフリー化や耐震化等の公共ス
ポーツ施設等の安全確保に努めることが期
待される。国においては、地方公共団体が
行う公共スポーツ施設等の安全確保対策を
支援する。

地方公共団体においては、保有する公共ス
ポーツ施設等におけるＡＥＤについて、定期
的な点検や適切な保管管理を行うとともに、
その設置の有無や、設置の機器のタイプ等
を表示して、施設利用者に周知することが
期待される。

地方公共
団体
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

３．住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターン
各地域における総合型地
域スポーツクラブの数

「総合型地域スポーツクラ
ブに関する実態調査」／文
部科学省

②

各地域におけるスポーツ
指導者の数

※新たな調査が必要か ②

各地域におけるスポーツ
施設の数

「体育・スポーツ施設現況
調査」／文部科学省

②

各市区町村に少なくとも１
つ総合型クラブが育成され
たか

クラブ育成率
（＝創設済み又は創設準
備中クラブのある市区町
村数／市区町村数）

「総合型地域スポーツクラ
ブに関する実態調査」／文
部科学省

クラブ育成率100%
・平成25年度クラブ育成

率：79.0%（都道府県計）

市区町村数、総合型地域
スポーツクラブを創設済み
の市区町村数及び創設準
備中のクラブがある市区
町村数

②

法人格取得クラブの割合 「総合型地域スポーツクラ
ブに関する実態調査」／文
部科学省

平成24年度実績よりも増
加する
・平成24年度法人格取得

済みクラブの割合：15.9%

NPO法人、認定NPO法人
等法人格を取得したクラブ
数（会費・寄付により自主
的運営を行っているクラ
ブ）

③

自己財源率の向上 「総合型地域スポーツクラ
ブに関する実態調査」／文
部科学省

平成24年実績よりも向上
する
・自己財源率：61.7%

自己収入額（会費＋事業
費＋委託費）、運営財源合
計額

③

広域市町村圏に拠点クラ
ブが育成されたか

拠点クラブの設置数 「地域スポーツとトップス
ポーツの好循環推進プロ
ジェクト」（継続）／文部科
学省

広域市町村圏数、拠点ク
ラブがある広域市町村圏
数

②

直接アウトカム 3-(1)-1　望ましい総合型クラブの在
り方や支援策が策定される

望ましい総合型クラブの在
り方や支援策が策定され
たか

総合型クラブの在り方・支
援策の検討状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-1　総合型クラブの支援策が
改善される

総合型クラブの支援策が
改善されているか

上記の検討結果に基づい
た総合型クラブの支援策
の改善状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-2　総合型クラブが自立する 総合型クラブの自立化が
促されているか

総合型クラブの自立化の
促進状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-2　支援の対象範囲が拡大す
る

総合型クラブへの移行を
指向するクラブ等に対する
支援の対象範囲が拡大し
たか

総合型クラブへの移行を
指向するクラブ等に支援を
拡大するなど、総合型クラ
ブ育成に向けた支援の対
象範囲の拡大についての
検討状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-3　地域スポーツクラブの運営
財源が拡充する

国は、総合型クラブを含む地域スポーツクラ
ブの財源の拡充のため、会費収入の増加に
つながる会員募集の広報活動や、認定ＮＰ
Ｏ法人制度の積極的な活用、地元企業との
パートナーシップの確立により幅広く寄附を
集める取組、公共の施設の指定管理者とな
ることによりその収入を運営財源にするため
の取組等の優良事例を収集・検討し、地方
公共団体や各地域スポーツクラブに対して
普及・啓発を図る。

国 総合型クラブを含む地域
スポーツクラブの運営財源
が拡充したか

会費収入の増加につなが
る会員募集の広報活動
や、認定ＮＰＯ法人制度の
積極的な活用、地元企業
とのパートナーシップの確
立により幅広く寄附を集め
る取組、公共の施設の指
定管理者となることにより
その収入を運営財源にす
るための取組等の優良事
例の収集・検討・普及・啓
発状況

「総合型地域スポーツクラ
ブに係る認定ＮＰＯ法人制
度の認定要件について
（通知）」（平成23年2月28
日）／文部科学省

④

直接アウトカム 3-(1)-4　「クラブアドバイザー（仮
称）」について協議・検討される

国及びス
ポーツ団体

「クラブアドバイザー（仮
称）」について協議・検討さ
れているか

「クラブアドバイザー（仮
称）」についての協議・検
討状況

※新たな調査が必要か 日体協では、都道府県体
育・スポーツ協会にクラブ
アドバイザーを配置してい
る。（H25.4.1現在で33名。
スポーツ振興くじ助成事
業）

④

直接アウトカム 3-(1)-4　「クラブアドバイザー（仮
称）」が育成される

スポーツ団
体

「クラブアドバイザー（仮
称）」が育成されているか

「クラブアドバイザー（仮
称）」の人数

※新たな調査が必要か ①

直接アウトカム 3-(1)-5　活動の功績が顕著な総合
型クラブの顕彰の在り方が整理され
る

国は、地域におけるスポーツ活動の推進に
関し、特にその活動の功績が顕著な総合型
クラブに対する顕彰の在り方を検討する。

国 総合型クラブの顕彰の在り
方が整理されたか

総合型クラブの顕彰の在
り方の検討状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-6 広域スポーツセンターの在
り方が見直される

国は、広域スポーツセンターについて、拠点
クラブや各都道府県総合型クラブ連絡協議
会等のスポーツ関係団体・組織等との間
の、地域スポーツ推進に係る役割分担を含
め、その在り方を見直す。

国 広域スポーツセンターの在
り方が見直されたか

広域スポーツセンターの在
り方の見直し状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-7　スポーツによる地域や世代
間の交流の基盤が整備される

独立行政法人日本スポーツ振興センター
は、総合型クラブの活動等への助成等を通
じ、スポーツによる地域や世代間の交流の
基盤の整備を図る。

独立行政
法人日本
スポーツ振
興センター

スポーツによる地域や世
代間の交流の基盤の整備
が図られたか

総合型クラブの活動等へ
の助成等を通じた、スポー
ツによる地域や世代間の
交流の基盤の整備状況

※JSC助成実績から捕捉
可能か

④

直接アウトカム 3-(1)-8　地域スポーツクラブがNPO
法人格を取得することが促進される

地方公共団体においては、地域スポーツク
ラブに対して、地域スポーツの推進という公
益的な活動への一層の貢献に資するため、
NPO法人格を取得することを促すことが期
待される。

地方公共
団体

地域スポーツクラブの
NPO法人格の取得が促進
されているか

地域スポーツクラブの
NPO法人格の取得に対す
る促進状況

④

文化・福祉活動等の展開
に資するスポーツ・レクリ
エーション活動に関する先
進的事例等の収集状況

※新たな調査が必要か ④

文化・福祉活動等の展開
に資するスポーツ・レクリ
エーション活動に関する先
進的事例等の情報発信状
況

※新たな調査が必要か ④

国

国は、総合型クラブの自立化を促すととも
に、総合型クラブへの移行を指向する単一
種目（多世代・多志向）の地域スポーツクラ
ブや、周辺の拠点クラブ・スポーツ少年団等
と連携することにより総体として総合型クラ
ブと同等の役割を果たす地域スポーツクラ
ブ等についても支援を行うなど、総合型クラ
ブ育成に向けた支援の対象範囲の拡大を
検討する。

国

国及びスポーツ団体は、現行の「クラブ育成
アドバイザー」を一層充実させ、総合型クラ
ブの創設から自立・活動までを一体的にアド
バイスできる「クラブアドバイザー（仮称）」に
ついて協議・検討し、スポーツ団体は、「クラ
ブアドバイザー（仮称）」を育成する。

文化・福祉活動等の展開
に資するスポーツ・レクリ
エーション活動に関する先
進的事例等の収集・情報
発信がなされたか

国は、地方公共団体やスポーツ団体、大
学・企業等と連携し、市区町村の人口規模
や高齢化、過疎化等各地域の実情に応じ
て、望ましい総合型クラブの在り方や支援策
について検討を行うとともに、その成果に基
づき総合型クラブの支援策の改善を図り、
各地域の実情に応じたきめ細やかな総合型
クラブの育成を促進する。

小見出し 地域スポーツクラブと地域との連携により課題解決等がなされる

総合型クラブを中心とする地域スポーツクラ
ブがスポーツを通じて「新しい公共」を担い、
コミュニティの核となれるよう、地方公共団
体の人口規模や高齢化、過疎化等に留意し
つつ、各市区町村に少なくとも１つは総合型
クラブが育成されることを目指す。

さらに、総合型クラブがより自立的に運営す
ることができるようにするため、運営面や指
導面において周辺の地域スポーツクラブを
支えることができる総合型クラブ（「拠点クラ
ブ」）を広域市町村圏（全国300箇所程度）を
目安として育成する。

最終アウトカム 3　地域のスポーツ環境が整備され
る

住民が主体的に参画する地域のスポーツ
環境を整備するため、総合型地域スポーツ
クラブの育成やスポーツ指導者・スポーツ施
設の充実等を図る。

－ 地域のスポーツ環境が整
備されたか

地域スポーツクラブに対して育成・支援等がなされる小見出し

総合型クラブの運営が自
立しているか

－

国

アウトカム

中間アウトカム 3-(1)　コミュニティの中心となる地域
スポーツクラブが育成・推進される

直接アウトカム 3-(1)-9　総合型クラブが、スポーツ・
レクリエーション活動を含むスポー
ツだけでなく、文化・福祉活動等も展
開することに資する先進事例等が
収集され、情報発信される

国は、地域コミュニティの核として総合型クラ
ブが充実・発展するよう、スポーツ・レクリ
エーション活動を含むスポーツだけでなく、
文化・福祉活動等も展開することに資する
先進事例等を収集し、情報発信する。
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

３．住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
直接アウトカム 3-(1)-10　拠点クラブやスポーツ指

導者に関する情報提供が充実する

地方公共団体においては、育成された拠点
クラブが周辺の学校や地域スポーツクラブ
等と効果的に連携できるよう、拠点クラブや
スポーツ指導者に関する情報の提供を充実
することが期待される。

地方公共
団体

拠点クラブやスポーツ指導
者に関する情報提供が充
実しているか

拠点クラブやスポーツ指導
者に関する情報提供の充
実状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-11　子どもの総合型クラブ認
知度が向上する

地方公共団体においては、総合型クラブと
連携し、学校の体育に関する活動の中で総
合型クラブでの体験等の機会を提供し、子
どもに対する総合型クラブの認知度を向上
させることが期待される。

地方公共
団体

子どもの総合型クラブ認知
度が向上したか

総合型クラブと連携し、学
校の体育に関する活動の
中で総合型クラブでの体
験等の機会の提供状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-12　総合型クラブが幼稚園や
放課後児童クラブ（学童保育）等と
連携し、スポーツ教室における運動
や外遊び等の機会を増やす取組を
支援する

地方公共団体においては、総合型クラブが
幼稚園や放課後児童クラブ（学童保育）等と
連携し、スポーツ教室における運動や外遊
び等の機会を増やす取組を支援することが
期待される。

地方公共
団体

総合型クラブが幼稚園や
放課後児童クラブ（学童保
育）等と連携し、スポーツ
教室における運動や外遊
び等の機会を増やす取組
が支援されているか

総合型クラブが幼稚園や
放課後児童クラブ（学童保
育）等と連携して実施す
る、スポーツ教室における
運動や外遊び等の機会を
増やす取組の支援状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-13　地域スポーツクラブが「新
しい公共」を担うコミュニティの核とし
て充実・発展する

地域スポーツクラブにおいては、地域の課
題（学校・地域連携、健康増進、体力向上、
子育て支援等）解決への貢献も視野に入
れ、会員はもとより、広く地域住民が主体的
に取り組むスポーツ活動を推進することによ
り、地域スポーツクラブがスポーツを通じて
「新しい公共」を担うコミュニティの核として充
実・発展していくことが期待される。

地域ス
ポーツクラ
ブ

地域スポーツクラブが「新
しい公共」を担うコミュニ
ティの核として充実・発展し
たか

広く地域住民が主体的に
取り組むスポーツ活動の
推進による地域スポーツク
ラブの、「新しい公共」を担
うコミュニティの核としての
充実・発展状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(1)-14　「総合型地域スポーツクラ
ブ交流大会（仮称）」が開催される

国は、地方公共団体及びスポーツ団体と連
携し、総合型クラブを世代間又は地域間の
交流や様々なスポーツ活動を実践する場と
して充実させるため、「総合型地域スポーツ
クラブ交流大会（仮称）」の開催を検討する。

国 「総合型地域スポーツクラ
ブ交流大会（仮称）」が開
催されたか

「総合型地域スポーツクラ
ブ交流大会（仮称）」の開
催の検討状況

※新たな調査が必要か ④

総合型クラブの連絡協議
会への加盟数

※新たな調査が必要か ②

総合型クラブ連絡協議会
の組織体制の充実・自立
の促進状況

※新たな調査が必要か ④

スポーツ団
体

総合型クラブ全国協議会
の活動が充実したか

総合型クラブ全国協議会
の活動への支援状況

※新たな調査が必要か ④

総合型クラブの創設活動
に対する支援状況

※新たな調査が必要か ④

広報活動の状況 ※新たな調査が必要か ④

総合型クラブ育成に関す
る調査研究の実施状況

※新たな調査が必要か ④

スポーツ指導者等の養成
が推進されたか

スポーツ指導者等の養成
の推進状況

「コーチング・イノベーショ
ン推進事業」／文部科学
省

平成24年実績よりも向上
する
・スポーツ指導者有資格者
数割合：44.4%

総合型地域スポーツクラブ
育成数、スポーツ指導者
有資格者数

④

資格を有するスポーツ指
導者が有効活用されたか

スポーツ指導者有資格者
のうち地域で有効に活用さ
れている人の割合
（＝スポーツ指導者有資格
者のうち地域で有効に活
用されている人数／ス
ポーツ指導者有資格者
数）

※新たな調査が必要か ③

直接アウトカム 3-(2)-1　地元の企業や大学と総合
型クラブが連携・協働する

国は、例えば、企業や大学の公開（寄附）講
座や講習会等の開催によるスポーツ指導者
の資質向上を図るなど、地元の企業や大学
と総合型クラブとの連携・協働の取組を支援
する。

国 地元の企業や大学と総合
型クラブが連携・協働の取
組が支援されたか

企業や大学の公開（寄附）
講座や講習回答の開催に
よるスポーツ指導者の資
質能力向上などの、地元
の企業や大学と総合型ク
ラブの連携・協働の取組に
対する支援状況

「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 3-(2)-2　地域スポーツクラブにおけ
るスポーツ指導者や運営者等が確
保される

国は、総合型クラブをはじめとする地域ス
ポーツクラブが、スポーツ指導者や運営者
等を確保できるよう、地域スポーツクラブや
クラブ会員等のニーズも踏まえつつ、日体
協、レク協及びJSAD等が実施する養成事
業や総合型クラブ等の運営を担う人材養成
のための取組を支援する。

国 日体協、レク協及びJSAD
等が実施する養成事業や
総合型クラブ等の運営を
担う人材養成のための取
組が支援されたか

日体協、レク協及びＪＳＡＤ
等が実施する養成事業や
総合型クラブ等の運営を
担う人材養成のための取
組に対する支援状況

「日本体育協会補助（ス
ポーツ指導者養成事業）」
／文部科学省

④

直接アウトカム 3-(2)-3　スポーツ団体におけるス
ポーツ指導者の養成事業が定期的
に見直される

スポーツ団体においては、スポーツ指導者
の量的・質的な需要に応えるよう、スポーツ
指導者の養成事業の定期的な見直しを行う
ことが期待される。

スポーツ団
体

スポーツ指導者の養成事
業が定期的に見直された
か

スポーツ指導者の養成事
業の定期的な見直状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-4　スポーツ指導者の資質が
向上する

スポーツ団体においては、若者や高齢者、
女性、障害者のスポーツ指導を適切に行う
ことができるスポーツ指導者講習会等を実
施するなど、スポーツ指導者の資質向上を
図ることが期待される。

スポーツ団
体

スポーツ指導者の資質向
上が図られたか

若者や高齢者、女性、障
害者のスポーツ指導を適
切に行うことができるス
ポーツ指導者講習会等の
スポーツ指導者の資質の
向上のための取組状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-5　スポーツ指導者の養成・活
用に関する需要が把握される

国 スポーツ指導者の養成・活
用に関する需要が把握さ
れているか

スポーツ指導者の養成・活
用に関する需要の把握状
況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-5　スポーツ指導者の効果的
な活用方策が整理される

国 スポーツ指導者の効果的
な活用方策が整理されて
いるか

スポーツ指導者の効果的
な活用方策の検討状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-5　スポーツ指導者の効果的
な活用方策の検討成果が全国に普
及・啓発される

国 スポーツ指導者の効果的
な活用方策の検討成果が
全国に普及・啓発されてい
るか

スポーツ指導者の効果的
な活用方策を検討した成
果の全国への普及・啓発
状況

※新たな調査が必要か ④

総合型クラブ間のネットワークが拡充する

スポーツ指導者が養成される

スポーツ指導者の活用が促進される

国は、スポーツ団体が実施するスポーツ指
導者の養成・活用に関する需要を把握する
とともに、スポーツ指導者の効果的な活用
方策の検討を行い、その成果を全国に普
及・啓発する。

地方公共団体においては、スポーツ団体と
連携し、各都道府県にある総合型クラブ連
絡協議会を支援し、総合型クラブの総合型
クラブ連絡協議会への加盟を促進し、総合
型クラブ間の情報共有やスポーツ交流大会
等の中核となるよう組織体制を充実させると
ともに、総合型クラブ連絡協議会の自立化
を促すことが期待される。

地方公共
団体

総合型クラブ全国協議会
の活動が充実しているか

総合型クラブ連絡協議会
の組織体制が充実し、自
立化が促されたか

3-(2)　地域のスポーツ指導者等が
充実する

地域住民やスポーツ団体等のニーズを踏ま
えつつ、スポーツ指導者等の養成を推進す
るとともに、資格を有するスポーツ指導者の
有効活用を図る。

3-(1)-15　総合型クラブ連絡協議会
の組織体制が充実し、自立化する

直接アウトカム 3-(1)-16　総合型クラブ全国協議会
の活動が充実する

スポーツ団体においては、総合型クラブ全
国協議会の活動の充実を支援することが期
待される。総合型クラブ全国協議会におい
ては、総合型クラブの創設活動の支援、社
会的な認知度向上のための広報活動、総
合型クラブ育成に関する調査研究等を実施
することが期待される。

小見出し

小見出し

総合型クラ
ブ全国協
議会

中間アウトカム

小見出し

－

直接アウトカム
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

３．住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
総合型クラブが多様な財
源を確保し、財政的な自立
を図ることを促す税制上の
優遇措置等についての周
知状況

「総合型地域スポーツクラ
ブに係る認定ＮＰＯ法人制
度の認定要件について
（通知）」（平成23年2月28
日）／文部科学省

④

法人格取得クラブの割合 「平成24年度　総合型地
域スポーツクラブに関する
実態調査結果概要」文科
省（平成24年12月）

平成24年度実績よりも増
加する
・平成24年度法人格取得

済みクラブの割合：15.9%

中間アウトカムと同じ

NPO法人、認定NPO法人
等法人格を取得したクラブ
数（会費・寄付により自主
的運営を行っているクラ
ブ）

②

直接アウトカム 3-(2)-7　スポーツツーリズム等に関
する専門的知識を有する人材が育
成・活用される

国及び地方公共団体は、大学、スポーツ団
体及び企業等と連携して、スポーツツーリズ
ムや観光によるまちづくりに関する専門的
知識を有する人材の育成及びそれらの地域
スポーツにおけるコーディネーター等として
の活用を促進する。

国及び地
方公共団
体

スポーツツーリズム等に関
する専門的知識を有する
人材が育成・活用されたか

スポーツツーリズム等に関
する専門的知識を有する
人材の育成・活用の促進
状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-8　地域のスポーツ指導者が
積極的に活用される

地方公共団体においては、学校の体育に関
する活動において、総合型クラブと連携し、
地域のスポーツ指導者を積極的に活用する
ことが期待される。

地方公共
団体

地域のスポーツ指導者が
積極的に活用されたか

学校の体育活動において
スポーツ指導者が指導し
ている割合
（学校のうち体育活動にス
ポーツ指導者を活用して
いる市区町村数／市区町
村数）

※新たな調査が必要か ①

体育系大学の卒業生やス
ポーツ指導者の有資格者
等質の高いスポーツ指導
者の、公共スポーツ施設
や総合型クラブの支援策
を担当する部署や機関で
の活用状況。

※新たな調査が必要か ④

上記活用や指導者の研修
の充実など、地域のニー
ズに即した人材確保、活
用方策の検討状況。

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-10　スポーツ団体が有するス
ポーツ指導者情報の共有化が図ら
れる

スポーツ団体においては、各団体が有する
スポーツ指導者情報について、スポーツ指
導者が地域スポーツ活動の場面においてよ
り一層活用されるよう、団体間の共有化を
図ることが期待される。

スポーツ団
体

スポーツ団体が有するス
ポーツ指導者情報が共有
化されたか

スポーツ団体が有するス
ポーツ指導者情報の共有
状況

※新たな調査が必要か ④

健常者に対するスポーツ
指導者が障害者へのス
ポーツ指導を行うための
講習会等の充実状況

※新たな調査が必要か ④

障害者スポーツの指導者
の活用状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-12　スポーツ推進委員として
適切な人材が委嘱される

国 スポーツ推進委員として適
切な人材が委嘱されたか

スポーツ推進委員として適
切な人材の委嘱の促進状
況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-12　スポーツ推進委員の研修
機会が充実する

国 スポーツ推進委員の研修
機会が充実しているか

スポーツ推進委員の研修
機会の充実状況

「全国スポーツ推進委員研
究協議会の開催」

④

直接アウトカム 3-(2)-13　スポーツ推進委員として
適切な人材が委嘱される

地方公共
団体

スポーツ推進委員として適
切な人材が委嘱されたか

スポーツ推進委員として適
切な人材の委嘱の状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-13　スポーツ推進委員の研修
機会が充実する

地方公共
団体

スポーツ推進委員の研修
機会が充実しているか

スポーツ推進委員の年間
研修開催件数

※新たな調査が必要か ①

直接アウトカム 3-(2)-14　スポーツ推進委員の研修
会が定期的に開催される

スポーツ団
体

スポーツ推進委員の研修
会が定期的に開催された
か

各スポーツ団体における
スポーツ推進委員の年間
研修開催件数

※新たな調査が必要か ①

直接アウトカム 3-(2)-14　スポーツ推進委員として
の功績が顕著であった者に対する
顕彰制度が充実する

スポーツ団
体

スポーツ推進委員として功
績が顕著であった者に対
する顕彰制度が充実した
か

スポーツ推進委員として功
績が顕著であった者に対
する顕彰制度の充実状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(2)-15　「クラブアドバイザー（仮
称）」について協議・検討される

国及びス
ポーツ団体

「クラブアドバイザー（仮
称）」について協議・検討さ
れているか

「クラブアドバイザー（仮
称）」についての協議・検
討状況

※新たな調査が必要か 日体協では、都道府県体
育・スポーツ協会にクラブ
アドバイザーを配置してい
る。（H25.4.1現在で33名。
スポーツ振興くじ助成事
業）

④

直接アウトカム 3-(2)-15　「クラブアドバイザー（仮
称）」が育成される

スポーツ団
体

「クラブアドバイザー（仮
称）」が育成されているか

「クラブアドバイザー（仮
称）」の人数

※新たな調査が必要か ①

直接アウトカム 3-(2)-11　障害者スポーツ指導者が
養成・活用される

JSAD等の障害者スポーツ団体において
は、障害者のスポーツ活動を支援するた
め、地方公共団体や他のスポーツ団体と連
携を図り、健常者に対するスポーツ指導者
が、障害者へのスポーツ指導を行うための
講習会等の充実を図ることや、養成された
障害者スポーツ指導者の活用を促進するこ
とが期待される。

JSAD等の
障害者ス
ポーツ団体

国及びスポーツ団体は、現行の「クラブ育成
アドバイザー」を一層充実させ、総合型クラ
ブの創設から自立・活動までを一体的にアド
バイスできる「クラブアドバイザー（仮称）」に
ついて協議・検討し、スポーツ団体は、「クラ
ブアドバイザー（仮称）」を育成する。

地方公共
団体

障害者スポーツ指導者が
養成・活用されたか

クラブアドバイザーが育成される

スポーツ推進委員の資質が向上する小見出し

国は、スポーツ推進委員について、地方公
共団体に対して、熱意と能力があり、地域に
おいて効果的に連絡調整を行うことができ
る人材を委嘱するよう促すとともに、研修の
機会の充実を図る。

地方公共団体においては、スポーツ指導者
の資格を有し、熱意と能力があり、地域にお
いて効果的に連絡調整を行うことができる
者を、性別や年齢のバランスに配慮しつつ、
スポーツ推進委員に委嘱することや、その
資質向上のために研修の充実を図ることが
期待される。

小見出し

スポーツ団体においては、スポーツ推進委
員の研修会を定期的に開催し資質向上に
努める。また、委員として功績が顕著であっ
た者に対する顕彰制度を充実させることが
期待される。

直接アウトカム 3-(2)-9　地域のニーズに即した人
材確保、活用方策が策定される

地方公共団体においては、体育系大学の卒
業生やスポーツ指導者の有資格者等の質
の高いスポーツ指導者を公共スポーツ施設
や総合型クラブの支援策を担当する部署や
機関で活用するとともに、指導者の研修の
充実を図るなど、地域のニーズに即した人
材確保、活用方策を検討することが期待さ
れる。

3-(2)-6　総合型クラブにおいて長期
間にわたり安定して運営者やスポー
ツ指導者が配置できる仕組みとなる

地域のニーズに即した人
材確保・活用方策が策定
されたか

総合型クラブにおいて長
期間にわたり安定して運
営者やスポーツ指導者が
配置できる仕組みとなって
いるか

直接アウトカム 国は、総合型クラブの運営者やスポーツ指
導者の雇用形態の改善を図り、長期間にわ
たり安定して運営者やスポーツ指導者を配
置できる仕組みとすることができるよう、総
合型クラブが多様な財源を確保し、財政的
な自立を図ることを促す税制上の優遇措置
等について周知するとともに、認定ＮＰＯ法
人格の取得を促す。

国
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

３．住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
直接アウトカム 3-(2)-16　 スポーツ推進委員が「ク

ラブアドバイザー（仮称）」と連携し、
総合型クラブの育成支援に参画す
る

国は、地方公共団体と連携し、スポーツ推
進委員に対して「クラブアドバイザー（仮
称）」と連携を図り、総合型クラブの育成支
援への一層の参画を促す。

国 スポーツ推進委員がと「ク
ラブアドバイザー（仮称）」
と連携し、総合型クラブの
育成支援に参画している
か

スポーツ推進委員による
総合型クラブの育成支援
への参画の促進状況

「全国スポーツ推進委員研
究協議会の開催」

④

学校体育施設等が有効活
用されたか

学校体育施設等の開放率 「体育・スポーツ施設現況
調査」／文部科学省

②

地域にスポーツ施設が整
備されたか

スポーツ施設数 「体育・スポーツ施設現況
調査」／文部科学省

②

直接アウトカム 3-(3)-1　地域スポーツにおける身近
な活動場所の拡充が推進される

国及び地方公共団体は、学校体育施設や
公共スポーツ施設の夜間照明施設の設置
等による利用可能時間の拡大、休校・廃校
や空き教室等の積極的な活用による地域ス
ポーツにおける身近な活動場所の拡充を推
進する。

国及び地
方公共団
体

地域スポーツにおける身
近な活動場所の拡充が推
進されているか

学校体育施設等の夜間照
明施設の設置等による利
用可能時間の拡大や休
校・廃校や空き教室等の
積極的な活用による地域
スポーツにおける身近な
活動場所の拡充の推進状
況

※新たな調査が必要か 関連して、体育・スポーツ
施設現況調査において、
「市区町村における学校体
育施設開放事業に関する
条例・規則等の整備状況」
はデータがある。

④

直接アウトカム 3-(3)-2　地方公共団体における先
進事例が普及・啓発される

国は、学校体育施設の地域との共同利用化
について、先進事例を収集し、地方公共団
体に対して普及・啓発を図る。

国 地方公共団体における先
進事例が普及・啓発された
か

学校体育施設の地域との
共同利用化に関する先進
事例の普及・啓発状況

「スポーツ施設の有効活
用・安全管理推進事業」
（平成23年度）の周知（平

成24年6～7月）／文部科
学省

④

直接アウトカム 3-(3)-3　地方公共団体における施
設の稼働率が向上する

地方公共
団体

地方公共団体における施
設の稼働率が向上したか

地方公共団体における学
校体育施設の平均開放時
間

「体育・スポーツ施設現況
調査」／文部科学省

関連して、体育・スポーツ
施設現況調査において、
「市区町村における学校体
育施設開放事業に関する
条例・規則等の整備状況」
はデータがある。

③

直接アウトカム 3-(3)-3　学校体育施設の共同利用
化が推進される

地方公共
団体

学校体育施設の共同利用
化が推進されているか

学校体育施設の共同利用
化の推進状況

※新たな調査が必要か 関連して、体育・スポーツ
施設現況調査において、
「市区町村における学校体
育施設開放事業に関する
条例・規則等の整備状況」
はデータがある。

④

直接アウトカム 3-(3)-4　学校体育施設や公共ス
ポーツ施設等が「新しい公共」を担う
地域コミュニティの核となる機能が
充実・強化される

地方公共団体においては、学校体育施設や
公共スポーツ施設等が「新しい公共」を担う
地域コミュニティの核となる機能を充実・強
化するため、地域住民の交流の場となるよ
う、ロッカールーム、温水シャワー、セミナー
室、談話室等を備えたクラブハウスの整備
を推進することが期待される。

地方公共
団体

学校体育施設や公共ス
ポーツ施設等が「新しい公
共」を担う地域コミュニティ
の核となる機能が充実・強
化されたか

学校体育施設や公共ス
ポーツ施設等におけるクラ
ブハウス整備率
（＝クラブハウスを整備し
ている施設の数／学校体
育施設及び公共スポーツ
施設等の数）

「体育・スポーツ施設現況
調査」／文部科学省

②

直接アウトカム 3-(3)-5　子どもを持つ親のための機
能が充実化する

地域スポーツクラブにおいては、子どもを持
つ親のスポーツ参加機会を増やすために、
クラブハウス等の拠点施設に託児室や授乳
室等を設置するように努めることが期待され
る。

地域ス
ポーツクラ
ブ

子どもを持つ親のための
機能が充実化したか

地域スポーツクラブのクラ
ブハウス等の拠点施設に
おける託児所・授乳室等
の設置率
（＝託児所・授乳室等を設
置している施設の数／地
域スポーツクラブのクラブ
ハウス等の拠点施設数）

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 3-(3)-6　企業及び大学のスポーツ
施設が開放される

企業及び大学においては、地域住民が広く
活用できるよう、休業日等においてスポーツ
施設を開放することが期待される。

企業及び
大学

企業及び大学のスポーツ
施設が開放されたか

地域住民に開放している
企業及び大学のスポーツ
施設数

※新たな調査が必要か ①

直接アウトカム 3-(3)-7　総合型クラブが公共施設
の指定管理者となる先進事例が情
報提供される

国は、公共スポーツ施設の指定管理者とし
て、法人格を有する総合型クラブを指定する
などの先進事例を調査し、情報提供を行う。

国 総合型クラブが公共ス
ポーツ施設の指定管理者
となる先進事例が情報提
供されたか

総合型クラブが公共ス
ポーツ施設の指定管理者
となる先進事例の情報提
供状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(3)-8　地域の実情に応じて公共
スポーツ施設の指定管理者として総
合型クラブが積極的に活用される

地方公共団体においては、地域の実情に応
じて公共スポーツ施設の指定管理者として
総合型クラブを積極的に活用することが期
待される。

地方公共
団体

総合型クラブが公共ス
ポーツ施設の指定管理者
として積極的に活用された
か

総合型クラブが公共ス
ポーツ施設の指定管理者
となっている割合
（＝総合型クラブ（分母）の
うち公共スポーツ施設の
指定管理者となっているク
ラブの数／総合型クラブの
数）

※新たな調査が必要か ①

直接アウトカム 3-(3)-9　国の施設等が整備される 国 国の施設等が整備された
か

国立青少年教育施設・国
営公園等におけるハイキ
ング、トレッキング、サイク
リングやキャンプ活動等野
外活動やスポーツ・レクリ
エーション活動の場となる
施設の数

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 3-(3)-9　地方公共団体の公共ス
ポーツ施設が充実する

国 地方公共団体の公共ス
ポーツ施設が充実したか

地方公共団体の公共ス
ポーツ施設が充実するた
めの取組の支援状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(3)-10　健常者も障害者もともに
利用できるスポーツ施設の在り方が
整理される

国は、障害者がより身近な地域のスポーツ
施設においてスポーツに親しむことができる
よう、健常者も障害者もともに利用できるス
ポーツ施設の在り方について検討する。

国 健常者も障害者もともに利
用できるスポーツ施設の
在り方が整理されたか

健常者も障害者もともに利
用できるスポーツ施設の
在り方の検討状況

「健常者と障害者のスポー
ツ・レクリエーション活動連
携推進事業」／文部科学
省

④

直接アウトカム 3-(3)-11　身近なスポーツ施設が整
備される

日本スポーツ振興センターは、助成等を通
じ、地域住民のスポーツ活動の拠点となる
学校のグラウンドの芝生化等身近なスポー
ツ施設の整備を支援する。

日本ス
ポーツ振興
センター

身近なスポーツ施設が整
備されたか

学校のグラウンドの芝生
化等身近なスポーツ施設
の整備への支援状況

※新たな調査が必要か ④

地方公共団体においては、休日におけるグ
ラウンドや体育館の一般開放等の定期的な
施設開放の実施や、時間帯・予約方法の工
夫等による稼働率の向上を図るとともに、学
校体育施設開放に係る責任・負担や利用調
整等を地方公共団体・学校・地域が共同し
て担うことが可能となる施設の運営方法を
検討し、共同利用化をより一層推進すること
が期待される。

－

国は、国立青少年教育施設・国営公園等に
おけるハイキング、トレッキング、サイクリン
グやキャンプ活動等野外活動やスポーツ・
レクリエーション活動の場となる施設等の整
備を図るとともに、地方公共団体が行う体育
館等の公共スポーツ施設等の充実のため
の取組を支援する。

中間アウトカム 3-(3)　地域のスポーツ施設が充実
する

地域における身近なスポーツ活動の場を確
保するため、学校体育施設等の有効活用や
地域のスポーツ施設の整備を支援する。

小見出し

小見出し

既存施設の共同利用・活用が促進される

スポーツ施設が整備され、充実する
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

３．住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
直接アウトカム 3-(3)-12　地方の公共スポーツ施設

等が充実する

地方公共団体においては、子どもや女性、
高齢者、障害者を含む全ての地域住民が楽
しく安全にスポーツ・レクリエーション活動を
含むスポーツに親しめる環境を創り出すた
め、バリアフリー化や耐震化、グラウンドの
芝生化等の公共スポーツ施設等の充実に
努めることが期待される。

地方公共
団体

地方の公共スポーツ施設
等が充実したか

子どもや女性、高齢者、障
害者を含む全ての地域住
民が楽しく安全にスポー
ツ・レクリエーション活動を
含むスポーツに親しめる環
境を創り出すためのバリア
フリー化など地方の公共ス
ポーツ施設等の充実状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(3)-13　民間の資金や経営手法
等の導入による多様な手法を活用
し、学校体育施設や公共スポーツ施
設等の整備又は管理運営方法が改
善される

地方公共
団体

民間の資金や経営手法等
の導入による多様な手法
を活用し、学校体育施設
や公共スポーツ施設等の
整備又は管理運営方法が
改善されたか

民間の資金や経営手法等
の導入による多様な手法
を活用した、学校体育施設
や公共スポーツ施設等の
整備又は管理運営方法の
改善状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(3)-13 民間の資金や経営手法等
の導入による多様な手法を活用し、
学校体育施設や公共スポーツ施設
等の整備又は管理運営を工夫する
先進事例等の調査・情報提供等を
通じて取組が支援される

国 民間の資金や経営手法等
の導入による多様な手法
を活用し、学校体育施設
や公共スポーツ施設等の
整備又は管理運営を工夫
する先進事例等の調査・
情報提供等を通じて取組
が支援されているか

民間の資金や経営手法等
の導入による多様な手法
の活用を通じた学校体育
施設や公共スポーツ施設
等の整備又は管理運営を
工夫する先進事例等の調
査・情報提供等を通じた取
組の支援状況

※新たな調査が必要か ④

3-(4)　地域スポーツと企業・大学等
が連携する

企業や大学に蓄積された人材やスポーツ施
設、スポーツ医・科学の研究成果等を地域
スポーツにおいて活用するための連携・協
働の推進を図る。

－ 地域スポーツに、企業や
大学に蓄積されている人
材や施設、スポーツ医・科
学の研究成果が活用され
たか

企業や大学に蓄積された
人材やスポーツ施設、ス
ポーツ医・科学の研究成
果等を地域スポーツにお
いて活用するための連携・
協働の推進状況

「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 3-(4)-1　地域スポーツにおけるス
ポーツ指導者やクラブマネジャー等
の優れた人材を確保するため、地
域スポーツクラブと地元の企業や大
学とが連携・協働する

国は、地域スポーツにおけるスポーツ指導
者やクラブマネジャー等の優れた人材を確
保するために、例えば、企業や大学による
地域スポーツクラブ向けの公開（寄附）講座
や講習会等の開催等、地域スポーツクラブ
と地元の企業や大学との連携・協働の取組
を支援する。

国 地域スポーツにおけるス
ポーツ指導者やクラブマネ
ジャー等の優れた人材を
確保するため、地域スポー
ツクラブと地元の企業や大
学との連携・協働が実現し
たか

地域スポーツにおけるス
ポーツ指導者やクラブマネ
ジャー等の優れた人材を
確保するための地域ス
ポーツクラブと地元の企業
や大学との連携・協働の
取組に対する支援状況

「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 3-(4)-2　大学等での研究成果や人
材が地域スポーツで活用される

国は、健常者と障害者が同じ場所でスポー
ツを行うための方法や、スポーツ障害・事故
防止策、地域の活性化につながるスポー
ツ・レクリエーションプログラム等について、
大学等での研究成果や人材を広く地域ス
ポーツに活用するための取組を推進する。

国 大学等での研究成果や人
材が地域スポーツで活用
されたか

大学等での研究成果や人
材を広く地域スポーツに活
用するための取組の推進
状況

「健常者と障害者のスポー
ツ・レクリエーション活動連
携推進事業」／文部科学
省
「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 3-(4)-3　スポーツを地域振興に積
極的に活用するため、スポーツ団
体・地元企業・大学と連携・協働する

地方公共
団体

スポーツを地域振興に積
極的に活用するため、ス
ポーツ団体・地元企業・大
学と連携・協働したか

スポーツを地域振興に積
極的に活用するためのス
ポーツ団体・地元企業・大
学との連携・協働状況

「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 3-(4)-3　スポーツを地域振興に積
極的に活用するため、拠点クラブと
地元企業・大学が連携・協働する

地方公共
団体

スポーツを地域振興に積
極的に活用するため、拠
点クラブと地元企業・大学
が連携・協働したか

スポーツを地域振興に積
極的に活用するための拠
点クラブと地元企業・大学
の連携・協働の推進状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(4)-4　スポーツを地域の観光資
源とした特色ある地域づくりを進め
るため、行政と企業、スポーツ団体
等が連携・協働する

国及び地方公共団体は、例えばスポーツ
ツーリズムによる地域の活性化を目的とす
る連携組織（いわゆる「地域スポーツコミッ
ション」）等の設立を推進するなど、スポーツ
を地域の観光資源とした特色ある地域づくり
を進めるため、行政と企業、スポーツ団体等
との連携・協働を推進する。

国及び地
方公共団
体

スポーツを地域の観光資
源とした特色ある地域づく
りを進めるため、行政と企
業、スポーツ団体等が連
携・協働したか

スポーツを地域の観光資
源とした特色ある地域づく
りを進めるための行政と企
業、スポーツ団体等の連
携・協働状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(4)-5　地方公共団体や大学等と
連携・協働することにより、スポーツ
を通じた地域貢献活動が実施され
る

企業においては、地方公共団体や大学等と
の連携・協働により、スポーツ医・科学研究
や人材の交流、施設の開放等スポーツを通
じた地域貢献活動を実施することが期待さ
れる。

企業 地方公共団体、大学等と
連携・協働することにより、
スポーツを通じた地域貢献
活動が実施されているか

地方公共団体や大学等と
の連携・協働によるスポー
ツ医・科学研究や人材の
交流、施設の開放等ス
ポーツを通じた地域貢献
活動の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(4)-6　地方公共団体や企業等と
連携・協働することにより、スポーツ
を通じた地域貢献活動が実施され
る

大学においては、地方公共団体や企業等と
の連携・協働により、スポーツ医・科学研究
や人材の交流、施設の開放、総合型クラブ
の運営や地元のジュニアアスリートの発掘・
育成、スポーツ指導者等の養成等スポーツ
を通じた地域貢献活動を実施することが期
待される。

大学 地方公共団体や企業等と
連携・協働することにより、
スポーツを通じた地域貢献
活動が実施されているか

地方公共団体や企業等と
の連携・協働によるスポー
ツ医・科学研究や人材の
交流、施設の開放、総合
型クラブの運営や地元の
ジュニアアスリートの発掘・
育成、スポーツ指導者等
の養成等スポーツを通じた
地域貢献活動の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 3-(4)-7　学生によるスポーツボラン
ティア活動が活発化する

大学においては、学生によるスポーツボラン
ティア活動を支援することが期待される。

大学 学生によるスポーツボラン
ティア活動が活発化したか

学生によるスポーツボラン
ティア活動に対する支援状
況

※新たな調査が必要か ④

地方公共団体においては、スポーツを地域
振興に積極的に活用するため、スポーツ団
体だけでなく、地元企業（地域のスポーツ
チームを有する地元の企業を含む）や大学
と連携・協働することが期待される。また、拠
点クラブによる地元の企業や大学との連携・
協働を推進することが期待される。

中間アウトカム

地方公共団体においては、民間の資金や経
営手法等の導入による多様な手法を活用
し、学校体育施設や公共スポーツ施設等の
整備又は管理運営を工夫することが期待さ
れる。国は、先進事例等の調査・情報提供
等によりこうした取組を支援する。
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

４．国際競技力の向上に向けた人材の養成やスポーツ環境の整備

（指標設定パタン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターン
夏季・冬季オリンピック競
技大会におけるメダル獲
得数

※データがあるものと想定 オリンピック競技大会
金メダル獲得ランキング
夏季大会：5位以上

冬季大会：10位以上

パラリンピック競技大会
金メダル獲得ランキング
夏季大会：17位以上

冬季大会：8位以上

②

夏季・冬季オリンピック競
技大会及び各世界選手権
大会における入賞数

※データがあるものと想定 オリンピックにおける入賞
数のカウントは可能だが、
世界選手権大会について
は、競技ごとに大会が異な
るため、どの大会を対象と
するか検討する必要があ
る。

②

4-(1)　ジュニア期からトップレベル
に至る戦略的支援が強化される

トップアスリートを発掘・育成・強化するた
め、スポーツ団体や強化・研究関係機関、
地域等との連携により、ジュニア期からトッ
プレベルに至る体系的かつ戦略的な支援を
強化する。

－ ジュニア期からトップレベ
ルに至る戦略的支援が強
化されているか

ジュニア期からトップレベ
ルに至る戦略的支援の強
化状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 4-(1)-1　効果的にアスリートの強化
が図られる

各競技において、優れた素質を有するアス
リートが、一貫した指導理念に基づいて、
トップアスリートへと育成されるシステムが
重要であり、個人の特性等に応じた最適な
指導を受けることができるような仕組みが求
められる。このため、国は、中央競技団体に
おいて、中・長期的なプランに基づいて、効
果的にアスリートの強化を図ることができる
よう、強化活動全体を統括するナショナル
コーチ等の専門的なスタッフの配置を支援
する。

国 効果的にアスリートの強化
が図られているか

中央競技団体において、
強化活動全体を統括する
ナショナルコーチ等の専門
的なスタッフの数

「平成25年度ナショナル
コーチ及び専任コーチ等
一覧」

http://www.joc.or.jp/traini
ng/goldplan/gold/coach.p
df

②

中央競技団体における、
システム構築全体に関わ
る戦略を統括するスタッフ
の数

（参考）
「平成25年度ナショナル
コーチ及び専任コーチ等
一覧」

http://www.joc.or.jp/traini
ng/goldplan/gold/coach.p
df

②

中央競技団体における、
指導方法、情報戦略等の
専門スタッフチーム等の数

（参考）
「平成25年度ナショナル
コーチ及び専任コーチ等
一覧」

http://www.joc.or.jp/traini
ng/goldplan/gold/coach.p
df

②

直接アウトカム 4-(1)-3　将来性の豊かなジュニアア
スリートが発掘・育成される

国及び日本スポーツ振興センターは、中長
期的な視点から、将来性の豊かなジュニア
アスリートを発掘・育成していくため、その育
成システムを支援する。

国及び日
本スポーツ
振興セン
ター

将来性の豊かなジュニア
アスリートが発掘・育成さ
れているか

全国各地域におけるタレン
ト発掘・育成事業によって
発掘・育成されたジュニア
アスリートの数

※新たな調査が必要か ジュニアアスリートの定義
が困難

（参考）
国がJSCに委託した「メダ
ルポテンシャルアスリート
育成システム構築事業」の
一環として、来年3月より
「ナショナルタレント発掘・
育成プロジェクト」が展開さ
れる。

①

直接アウトカム 4-(1)-4　将来性豊かなアスリートの
発掘・育成を念頭に置き、ジュニア
アスリートからトップアスリートまで、
国際レベルを目指すアスリートが競
う国内トップレベルの総合競技大会
として、国民体育大会が開催される

国、日体協
及び開催
地の都道
府県

国際レベルを目指すアス
リートが競う国内トップレベ
ルの総合競技大会として、
国民体育大会が開催され
ているか

国際レベルを目指すアス
リートが競う国内トップレベ
ルの総合競技大会として
の国民体育大会の開催状
況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 4-(1)-4　国民体育大会以外の場も
活用しながら、ジュニアアスリートの
発掘・育成が取り組まれる

スポーツ団
体

国民体育大会以外の場も
活用しながら、ジュニアア
スリートの発掘・育成に取
り組まれているか

全国各地域におけるタレン
ト発掘・育成事業によって
発掘・育成されたジュニア
アスリートの数

※新たな調査が必要か ジュニアアスリートの定義
が困難

（参考）
国がJSCに委託した「メダ
ルポテンシャルアスリート
育成システム構築事業」の
一環として、来年3月より
「ナショナルタレント発掘・
育成プロジェクト」が展開さ
れる。

①

直接アウトカム 4-(1)-5　個々のアスリートの特性や
発達段階、学業とのバランスや本人
のキャリア形成にも配慮した適切な
支援の努力がなされる

ジュニア期においては、長期的な視点に
立ってアスリートを育てていくことが必要で
あることから、ジュニアアスリートの育成に
関わるスポーツ指導者、スポーツ団体、保
護者、地方公共団体及び学校等において
は、個々のアスリートの特性や発達段階、
学業とのバランスや本人のキャリア形成に
も配慮した適切な支援に努めることが期待
される。

ジュニアア
スリートの
育成に関
わるスポー
ツ指導者、
スポーツ団
体、保護
者、地方公
共団体及
び学校等

個々のアスリートの特性や
発達段階、学業とのバラン
スや本人のキャリア形成
にも配慮した適切な支援
がなされているか

アスリートの特性や発達段
階、学業とのバランスや本
人のキャリア形成に配慮し
た指導がなされていると回
答する者の割合

（アスリートの特性や発達
段階、学業とのバランスや
本人のキャリア形成に配
慮した指導がなされている
と回答する者/ジュニアアス
リート（ジュニア世代におけ
る強化指定選手等）の数）

※新たな調査が必要か アスリートの特性や発達段
階、学業とのバランスや本
人のキャリア形成に配慮し
た指導がなされていること
を特定の指標で評価する
ことは困難であるため、
ジュニアアスリート本人の
認識を問うことで代替す
る。

③

－ ジュニア期からトップレベ
ルに至る人材養成システ
ムの構築とスポーツ環境
が整備されているか

中間アウトカム

直接アウトカム 4-(1)-2　中央競技団体がメダルを
獲得できる潜在的な能力を有する
アスリートの発掘・育成・強化を図
り、トップアスリート層を厚くしていく
ような育成システムが自立的に構築
される

国は、中央競技団体がメダルを獲得できる
潜在的な能力を有するアスリートの発掘・育
成・強化を図り、トップアスリート層を厚くして
いくような育成システムを自立的に構築して
いくため、独立行政法人日本スポーツ振興
センターと連携し、公益財団法人日本オリン
ピック委員会（「JOC」）又は中央競技団体等
に対し、システム構築全体に関わる戦略を
統括するスタッフや、指導方法、情報戦略等
の専門分野から助言等を行う専門スタッフ
チーム等の配置を支援する。

国 中央競技団体がメダルを
獲得できる潜在的な能力
を有するアスリートの発
掘・育成・強化を図り、トッ
プアスリート層を厚くしてい
くような育成システムが自
立的に構築されているか

アウトカム
最終アウトカム 4　ジュニア期からトップレベルに至

る人材養成システムの構築とス
ポーツ環境が整備される

国際競技力の向上を図るため、スポーツを
人類の調和のとれた発達に役立てるという
オリンピズムの根本原則への深い理解に
立って、競技性の高い障害者スポーツを含
めたトップスポーツにおいて、ジュニア期か
らトップレベルに至る体系的な人材養成シス
テムの構築や、スポーツ環境の整備を行う。
そうした取組を通して、今後、夏季・冬季オリ
ンピック競技大会それぞれにおける過去最
多を超えるメダル数の獲得、オリンピック競
技大会及び各世界選手権大会における過
去最多を超える入賞者数の実現を図る。こ
れにより、オリンピック競技大会の金メダル
獲得ランキングについては、夏季大会では5
位以上、冬季大会では10位以上をそれぞれ
目標とする。
また、パラリンピック競技大会の金メダル獲
得ランキングについては、直近の大会（夏季
大会17位（2008／北京）、冬季大会8位
（2010／バンクーバー））以上をそれぞれ目
標とする。

国、公益財団法人日本体育協会（「日体
協」）及び開催地の都道府県は、将来性豊
かなアスリートの発掘・育成を念頭に置き、
ジュニアアスリートからトップアスリートまで、
国際レベルを目指すアスリートが競う国内
トップレベルの総合競技大会として、国民体
育大会を開催する。また、スポーツ団体にお
いては、国民体育大会以外の場も活用しな
がら、ジュニアアスリートの発掘・育成に取り
組むことが期待される。
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

４．国際競技力の向上に向けた人材の養成やスポーツ環境の整備

（指標設定パタン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
専門的体力測定・技術分
析、試合でのパフォーマン
ス分析、合宿でのコンディ
ションチェック等の実施回
数

平成24年度（独）日本ス
ポーツ振興センター業務
実績評価

平成24年度：124回 ③

栄養、心理、トレーニング、
映像技術、情報技術分野
における講習会の実施回
数

平成24年度（独）日本ス
ポーツ振興センター業務
実績評価

平成24年度：93 回 ③

栄養、心理、トレーニング
分野における個人指導・相
談件数

平成24年度（独）日本ス
ポーツ振興センター業務
実績評価

平成24年度：3,894 回 ③

直接アウトカム 4-(1)-6　大規模な国際競技大会に
おいて、マルチサポート・ハウスの
設置が取り組まれる

国 大規模な国際競技大会に
おいて、マルチサポート・
ハウスの設置に取り組ま
れているか

マルチサポート・ハウスの
設置大会数

平成24年度（独）日本ス
ポーツ振興センター業務
実績評価

「大規模な国際競技大会」
はアジア競技大会やオリ
ンピックを想定している
が、いずれも４年ごとに開
催されるものであり、年度
によっては設置の必要が
ない場合がある。

・2012年ロンドンオリンピッ
クにてマルチサポート・ハ
ウスを設置・運営。
・2014年ソチオリンピック

に向け、2013年スピードス
ケート世界距離別選手権
にて「マルチサポート・ハウ
ス」のトライアルを実施。

①

直接アウトカム 4-(1)-7
国際オリンピック委員会や国際パラ
リンピック委員会、国際競技連盟と
の競技力向上に向けた情報共有の
場や国際的ネットワークが構築され
る

JOC、日本パラリンピック委員会（「JPC」）及
び中央競技団体等においては、国際競技大
会等の各種機会を活用し、国際オリンピック
委員会や国際パラリンピック委員会、国際
競技連盟との競技力向上に向けた情報共
有の場や国際的ネットワークを構築すること
が期待される。

JOC、JPC
及び中央
競技団体
等

国際オリンピック委員会や
国際パラリンピック委員
会、国際競技連盟との競
技力向上に向けた情報共
有の場や国際的ネットワー
クが構築されているか

競技力向上に向けた情報
共有の場や国際的ネット
ワークの構築状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 4-(1)-8　JOC、JPC及び中央競技
団体による国際的ネットワークの構
築が戦略的に進められる

我が国のスポーツ界が世界的なスポーツ・
コミュニティにおいて活躍し存在感を高めて
いくことは重要であることから、国は、日本ス
ポーツ振興センターと連携し、JOC、JPC及
び中央競技団体による国際的ネットワーク
の構築が戦略的に進められるよう、その支
援に取り組む。

国 JOC、JPC及び中央競技
団体による国際的ネット
ワークの構築が戦略的に
進められているか

国際的ネットワークの構築
状況

※新たな調査が必要か ④

国 トップアスリートの強化活
動に多大な貢献をしている
企業スポーツが支援され
ているか

国によるアスリートや企業
等に対する表彰等の件数
例:
・スポーツ功労者顕彰
・国際競技大会優秀者等
表彰
・スポーツ功労団体表彰

文部科学省ホームページ

http://www.mext.go.jp/b_
menu/houdou/22/10/129
9797.htm

国によるアスリートや企業
等に対する表彰等が企業
スポーツの充実につなが
るかは検証が必要

①

JOC及び

JPC
成績優秀者に対する表彰
等トップアスリートの意欲
を高める取組が行われて
いるか

成績優秀者に対する表彰
件数

※新たな調査が必要か 国によるアスリートや企業
等に対する表彰等が企業
スポーツの充実につなが
るかは検証が必要

②

直接アウトカム 4-(1)-9　新たなスポーツ種目のう
ち、競技性が高まってオリンピック、
パラリンピック種目になる可能性の
あるような種目等も視野に入れた支
援がなされる

JOC及び

JPC
新たなスポーツ種目のう
ち、競技性が高まってオリ
ンピック、パラリンピック種
目になる可能性のあるよう
な種目等も視野に入れて
支援されているか

新たなスポーツ種目のう
ち、競技性が高まってオリ
ンピック、パラリンピック種
目になる可能性のあるよう
な種目等に対する表彰等
の件数

※新たな調査が必要か ③

競技性の高い障害者ス
ポーツについて、さらなる
メダル獲得に向けたアス
リートの発掘・育成・強化
や情報分野等による支援
が推進されているか

競技性の高い障害者ス
ポーツにおける障害者ア
スリート支援の実施状況
（Ｈ26～）

※新たな調査が必要か 平成25年度以前について
は厚生労働省が調査を担
当

④

競技性の高い障害者ス
ポーツについて、競技用具
等の開発が推進されてい
るか

競技性の高い障害者ス
ポーツ競技用具の研究開
発状況（Ｈ26～）

※新たな調査が必要か 平成25年度以前について
は厚生労働省が調査を担
当

④

競技性の高い障害者ス
ポーツについて、調査研究
等が推進されているか

競技性の高い障害者ス
ポーツに関する調査研究
の実施状況（Ｈ26～）

※新たな調査が必要か 平成25年度以前について
は厚生労働省が調査を担
当

④

直接アウトカム 4-(1)-11　競技性の高い障害者ス
ポーツを含むトップスポーツにおい
てスポーツ団体が行うトップアスリー
トの強化活動が支援される

日本スポーツ振興センターは、助成等を通
じ、競技性の高い障害者スポーツを含むトッ
プスポーツにおいてスポーツ団体が行うトッ
プアスリートの強化活動を支援する。

日本ス
ポーツ振興
センター

競技性の高い障害者ス
ポーツを含むトップスポー
ツにおいてスポーツ団体
が行うトップアスリートの強
化活動が支援されている
か

競技性の高い障害者ス
ポーツを含むトップスポー
ツに対する助成件数

※新たな調査が必要か ②

スポーツ指導者及び審判
員等トップスポーツの推進
に寄与する人材の養成状
況

※新たな調査が必要か ④

アスリートからスポーツ指
導者等に至るキャリアの形
成を行う体制の充実状況

※新たな調査が必要か ④

マルチサポートが戦略的・
継続的に実施されている
か

国4-(1)-6　マルチサポートが戦略的・
継続的に実施される

スポーツ指導者及び審判
員等の養成・研修やキャリ
ア循環の形成がなされて
いるか

国は、トップアスリートの意欲を高める観点
や、トップアスリートの強化活動に多大な貢
献をしている企業スポーツを支援する観点
から、これらのアスリートや企業等に対する
表彰等を引き続き実施する。あわせて、
JOC及びJPCにおいても、オリンピックとパ
ラリンピックの関係に留意しつつ、関係省庁
や関係団体等と連携して、成績優秀者に対
する表彰等トップアスリートの意欲を高める
取組を行うことが期待される。
また、新たなスポーツ種目のうち、競技性が
高まってオリンピック、パラリンピック種目に
なる可能性のあるような種目等も視野に入
れて支援していく配慮も望まれる。

4-(1)-10　競技性の高い障害者ス
ポーツについて、さらなるメダル獲
得に向けたアスリートの発掘・育成・
強化や情報分野等による支援、競
技用具等の開発、調査研究等が推
進される

国は、公益財団法人日本障害者スポーツ協
会及び日本スポーツ振興センター等と連携
し、競技性の高い障害者スポーツについ
て、さらなるメダル獲得に向けたアスリート
の発掘・育成・強化や情報分野等による支
援、競技用具等の開発、調査研究等を推進
する。

国

4-(2)　スポーツ指導者及び審判員
等の養成・研修やキャリア循環の形
成がなされる

スポーツ指導者及び審判員等トップスポー
ツの推進に寄与する人材の養成や、トップ
アスリートからスポーツ指導者等に至るキャ
リアの形成を行う体制を充実させる。

－

直接アウトカム

中間アウトカム

直接アウトカム 国は、こうしたアスリートの発掘・育成・強化
の体制の充実に加え、我が国のトップアス
リートが世界の強豪国に競り勝ち、確実にメ
ダルを獲得することができるよう、医学・歯
学・生理学・心理学・力学等のスポーツ医・
科学（「スポーツ医・科学」）、情報分野等に
よる支援や競技用具等の開発、調査研究等
からなる、多方面からの高度な支援、すな
わちマルチサポートを戦略的・継続的に実
施する。
特に、女性アスリートに対する支援に関して
は、国内外の女性スポーツに関する情報の
収集、データベース化を行うととともに、女性
特有の課題解決に向けた調査研究を行うな
どの取組を推進し、支援の充実に努める。
また、スポーツ医・科学、情報等の観点か
ら、競技直前のアスリートのコンディションの
調整等を行う選手村村外の拠点（マルチサ
ポート・ハウス）は、有効かつ重要な支援で
あることから、今後、大規模な国際競技大会
において、その設置に取り組む。

直接アウトカム 4-(1)-9　トップアスリートの意欲を高
める観点や、トップアスリートの強化
活動に多大な貢献をしている企業ス
ポーツが支援される
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

４．国際競技力の向上に向けた人材の養成やスポーツ環境の整備

（指標設定パタン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
中央競技団体における
「JOCナショナルコーチア
カデミー事業」修了者数

「JOCナショナルコーチア

カデミー事業」修了者数

http://www.joc.or.jp/traini
ng/ntc/nationalacademy.
html

③

国際競技大会や国際競技
連盟での活躍が期待され
る審判員、専門スタッフ等
の海外研修回数

※新たな調査が必要か ②

中央競技団体における指
導者養成研修の実施件数

※新たな調査が必要か ②

中央競技団体における年
代別指導者の数

※新たな調査が必要か ②

4-(2)-2　競技に関する現状分析力
や情報共有の機能が強化される

競技に関する現状分析力
や情報共有の機能が強化
されているか

中央競技団体において競
技力向上に向けた企画立
案、スポーツ科学・医学・
情報等の分野に高い専門
性を有するスタッフの数

「平成25年度ナショナル
コーチ及び専任コーチ等
一覧」

http://www.joc.or.jp/traini
ng/goldplan/gold/coach.p
df

上記にて同指標設定 ②

4-(2)-3
養成したスポーツ指導者等が、大学
の教員等として国内で活躍する機
会が確保される

養成したスポーツ指導者
等が、大学の教員等として
国内で活躍する機会が確
保されているか

大学の教員等として国内
で活動するスポーツ指導
者の数

※新たな調査が必要か ①

4-(2)-3　国際機関や国際競技連
盟、国外の競技団体等、各方面に
おいて我が国で養成した人材が活
躍できる派遣システムが構築される

国際機関や国際競技連
盟、国外の競技団体等、
各方面において我が国で
養成した人材が活躍でき
る派遣システムが構築さ
れているか

国際機関や国際競技連
盟、国外の競技団体等へ
の人材の派遣件数

※新たな調査が必要か ①

直接アウトカム 4-(2)-4
女性のスポーツ指導者の育成方策
について検討される

国、日本スポーツ振興センター、中央競技
団体、JOC及び日体協等は、女性アスリー
ト支援の観点からも、女性のスポーツ指導
者の育成方策について検討する。

国、日本ス
ポーツ振興
センター、
中央競技
団体、JOC
及び日体
協等

女性のスポーツ指導者の
育成方策について検討が
されているか

国、日本スポーツ振興セン
ター、中央競技団体、JOC
及び日体協等による女性
指導者の育成方策に関す
る検討状況

※新たな調査が必要か ④

4-(3)　トップアスリートのための強
化・研究活動等の拠点が構築され
る

国際競技力の向上を推進する拠点体制とし
て、世界水準に対応したナショナルトレーニ
ングセンター（「NTC」）、国立スポーツ科学

センター（「JISS」）、大学等の拠点を整備
し、強化・研究関係機関の相互の連携強化
を促進する。

－ トップアスリートのための
強化・研究活動等の拠点
が構築されているか

トップアスリートのための
強化・研究活動等の拠点
の構築状況

※新たな調査が必要か 拠点の定義が困難 ④

直接アウトカム 4-(3)-1
NTC及びJISSが段階的に改善さ
れ、機能が強化される

国は、日本スポーツ振興センター及びJOC
と緊密に連携し、オリンピック競技大会の結
果やメダル獲得上位国の状況等の調査・分
析を踏まえつつ、NTC及びJISSを段階的に
改善し、機能を強化する。

国 NTC及びJISSが段階的に
改善され、機能が強化され
ているか

NTC及びJISSにおける施
設等の機能強化の状況

平成24年度（独）日本ス
ポーツ振興センター業務
実績評価

・跳弾防止壁の補修
（JISS：射撃場）
・体操練習用ピット修理
（NTC：体操）

・照明のLED化（NTC：

25mプール）
・フェンシング練習用に段
床をフラット化（NTC：共用
コート）
・テクニカルルームの拡張
（NTC：競泳プール）

④

直接アウトカム 4-(3)-2
NTC中核拠点と競技別強化拠点と
の連携・協力を図り、効果的にアス
リートの競技力強化をできる環境が
整備される

NTC NTC中核拠点と競技別強
化拠点との連携・協力を図
り、効果的にアスリートの
競技力強化ができる環境
が整備されているか

効果的にアスリートの競技
力強化ができる環境の整
備状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 4-(3)-2　NTCと大学等が連携した
新たな強化・研究拠点の在り方等に
ついて検討される

NTC、大学
等

NTCと大学等が連携した
新たな強化・研究拠点の
在り方等について検討さ
れているか

NTCと大学等の連携によ
る新たな強化・研究拠点の
在り方等に関する検討状
況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 4-(3)-2　日本スポーツ振興セン

ター、JOC及びJPC等の関係者間
における検討及びそれに基づく取組
がされる

NTC、日本
スポーツ振
興セン
ター、JOC
及びJPC
等

日本スポーツ振興セン
ター、JOC及びJPC等の
関係者間における検討及
びそれに基づく取組がされ
ているか

JSC、JOC及びJPC等の
関係者間におけるパラリン
ピアンのNTC利用につい
ての検討・取組状況

※新たな調査が必要か ④

4-(3)-3
JISSの機能がさらに高められる

JISSの機能がさらに高め
られているか

JISSの機能向上の状況 ※新たな調査が必要か JISSの機能を高めるため
に、「スポーツ医・科学、情
報に関する研究の高度化
及びその活用・応用を促
進する」とある。

④

4-(3)-3
JISSの国内外の情報収集・活用の
能力が高まる

JISSの国内外の情報収
集・活用の能力が高めら
れているか

JISSの国内外の情報収
集・活用の能力向上の状
況

※新たな調査が必要か ④

競技性の高いトップスポー
ツに対する高度な練習施
設の活用件数

※新たな調査が必要 ①

大学におけるアスリート・
スポーツ指導者の養成数

※新たな調査が必要 ①

大学における調査研究活
動の件数

※新たな調査が必要 ①

直接アウトカム 4-(3)-4　大学の教職員や学生が、
アスリートや指導者等として、国際
競技大会等に積極的に参加できる
ように配慮される

大学の教職員や学生が、
アスリートや指導者等とし
て、国際競技大会等に積
極的に参加できるような配
慮が行われているか

国際競技大会に参加する
大学の教職員や学生数

※新たな調査が必要 ③

指導者の養成及び指導者
体系の構築が図られてい
るか

直接アウトカム 4-(2)-1
中央競技団体におけるスタッフが充
実する

JOCにおいては、スポーツ指導者等が高度
な専門的能力を習得する機会として、ナショ
ナルコーチアカデミーのさらなる充実等に取
り組むとともに、国際競技大会や国際競技
連盟での活躍が期待される審判員、専門ス
タッフ等の海外研さんの機会の確保に努め
ることで、中央競技団体におけるスタッフの
充実に取り組むことが期待される。国は、こ
れらのJOCの取組に対する必要な支援を引
き続き行う。

JOC 中央競技団体におけるス
タッフの充実に取り組まれ
ているか

直接アウトカム 4-(2)-2
指導者の養成及び指導者体系の構
築が図られる

中央競技団体においては、JOCや日体協と
連携し、ジュニア期からトップレベルに至る
まで個々の特性や発達段階に応じた専門的
指導が行えるよう指導者の養成及び指導者
体系の構築を図るとともに、競技力向上に
向けた企画立案、スポーツ科学・医学・情報
等の分野に高い専門性を有するスタッフを
養成・確保し、競技に関する現状分析力や
情報共有の機能の強化に努めることが望ま
れる。特に、障害者及び健常者の中央競技
団体においては、相互に連携を図ることによ
り、障害者の中央競技団体における、ス
ポーツ指導者等の確保や事務局機能の強
化を図ることが期待される。

直接アウトカム 中央競技団体、JOC、日体協、JPC及び大
学等においては、養成したスポーツ指導者
等が、大学の教員等として国内で活躍する
機会を確保することが期待される。また、国
及び日本スポーツ振興センターと連携しつ
つ、国際機関や国際競技連盟、国外の競技
団体等、各方面において我が国で養成した
人材が活躍できる派遣システムを構築する
ことが望ましい。

中間アウトカム

NTCについては、中核拠点と競技別強化拠
点との連携・協力を図り、効果的にアスリー
トの競技力強化ができる環境を整備する。
また、海洋・水辺系競技、冬季競技等への
支援やNTCの狭隘化等の課題も踏まえつ

つ、NTCと大学等が連携した新たな強化・研
究拠点の在り方等について検討する。さら
に、パラリンピアンのNTC利用については、

日本スポーツ振興センター、JOC及びJPC
等の関係者間における検討及びそれに基
づく取組が期待される。

高度な練習施設の活用、
今後のさらなる競技力強
化へ向けてのアスリート・
スポーツ指導者等の人材
養成や調査研究活動の充
実に取り組まれているか

直接アウトカム JISSについては、その機能をさらに高める
ため、スポーツ医・科学、情報に関する研究
の高度化及びその活用・応用を促進すると
ともに、アスリート支援のさらなる充実に努
める。また、国内外の情報収集・活用の能
力を高めるため、関係団体への情報提供に
関する支援体制を充実させるとともに、国内
外の研究機関との交流・連携を強化する。

JISS

直接アウトカム 4-(3)-4
高度な練習施設の活用、今後のさ
らなる競技力強化へ向けてのアス
リート・スポーツ指導者等の人材養
成や調査研究活動の充実に取り組
まれる

大学においては、競技性の高い障害者ス
ポーツを含めたトップスポーツについて、こ
れまでの指導・研究活動の実績等を活かし
ながら、高度な練習施設の活用、今後のさ
らなる競技力強化へ向けてのアスリート・ス
ポーツ指導者等の人材養成や調査研究活
動の充実に取り組むこと等が期待される。ま
た、大学の教職員や学生が、アスリートや指
導者等として、国際競技大会等に積極的に
参加できるような配慮を行うことが期待され
る。

大学

中央競技
団体、
JOC、日体

協、JPC及
び大学等

中央競技
団体
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

４．国際競技力の向上に向けた人材の養成やスポーツ環境の整備

（指標設定パタン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
直接アウトカム 4-(3)-5

安全な環境において障害者スポー
ツのアスリートの競技力の向上が図
られる

国立障害者リハビリテーションセンター
（「NRCD」）においては、障害者スポーツの
アスリートが安全な環境において競技力の
向上が図られるよう、例えばメディカルサ
ポートのための環境整備を図るなど、競技
性の高い障害者スポーツに対する支援機能
を強化する。

NRCD 障害者スポーツのアスリー
トが安全な環境において
競技力の向上が図られて
いるか

国立障害者リハビリテー
ションセンター（「NRCD」）
における障害者アスリート
に対するメディカルサポー
トスタッフ数

※新たな調査が必要 ③

直接アウトカム 4-(3)-6
NTC、JISS及び大学並びにNRCD
等においては、強化・研究関係機関
として、相互に連携を進め、強化・研
究の活動拠点のネットワークが形成
される

NTC、JISS及び大学並びにNRCD等におい
ては、強化・研究関係機関として、相互に連
携を進め、強化・研究の活動拠点のネット
ワークを形成することが期待される。

NTC、

JISS及び
大学並び
にNRCD
等

強化・研究関係機関とし
て、相互に連携を進め、強
化・研究の活動拠点のネッ
トワークが形成されている
か

NTC、JISS及び大学並び

にNRCD等におけるセーフ
ティネットワーク形成状況

※新たな調査が必要 ④
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

５．オリンピック・パラリンピック等の国際競技大会等の招致・開催等を通じた国際交流・貢献の推進

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターン

5　国際競技大会等の招致、円滑な
開催がなされる

国際的な貢献・交流を推進するため、ス
ポーツを人類の調和のとれた発達に役立て
るというオリンピズムの根本原則への深い
理解に立って、オリンピック競技大会・パラリ
ンピック競技大会等の国際競技大会等の積
極的な招致や円滑な開催、国際的な情報の
収集・発信、国際的な人的ネットワークの構
築等を行う。

－ 国際競技大会等の招致、
円滑な開催がなされてい
るか

国際競技大会等の開催件
数

※新たな調査が必要か 各種競技における国際競
技大会について目指すべ
き開催数

①

5-(1)　国際競技大会等の積極的な
招致及び円滑な開催が支援される

国や独立行政法人、地方公共団体、スポー
ツ団体等関係機関が連携し、国際競技大会
等の積極的な招致及び円滑な開催を支援
する。

－ 国際競技大会等の積極的
な招致及び円滑な招致が
支援されているか

招致に向けて活動に取り
組んでいる国際競技大会
の件数

※新たな調査が必要か 「開催」に焦点を当てると
最終アウトカムと中間アウ
トカムの内容がほぼ同じに
なってしまっている

③

5-(1)-1　大規模な国際競技大会等
の招致や、我が国で予定されている
国際競技大会等の円滑な開催に向
けて、海外への情報発信や社会的
機運の醸成、海外からのスポーツ
関係者の受入れ等に必要な措置等
が支援される

国 海外への情報発信や社会
的機運の醸成、海外から
のスポーツ関係者の受入
れ等に必要な措置等が支
援されているか

大規模な国際競技大会等
の招致や、我が国で予定
されている国際競技大会
等の円滑な開催に向けて
の国際プロモーション活動
等の実施件数

※新たな調査が必要か ③

5-(1)-1　在外公館等においては、国
際競技大会等の日本への招致及び
スポーツ分野の国際選挙等に関す
る情報収集活動及び国際プロモー
ション活動等の支援がされる

在外公館
等

在外公館における国際競
技大会等の日本への招致
及びスポーツ分野の国際
選挙等に関する情報収集
活動及び国際プロモーショ
ン活動等の支援がなされ
ているか

国際競技大会等の日本へ
の招致及びスポーツ分野
の国際選挙等に関する情
報収集活動及び国際プロ
モーション活動等の支援
の実施件数

※新たな調査が必要か ③

日本ス
ポーツ振興
センター

国内外のスポーツ関係団
体との連携により国内外
の情報収集・分析及び提
供の状況

※新たな調査が必要か ④

日本ス
ポーツ振興
センター

国立霞ヶ丘競技場等の施
設の整備・改修状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(1)-3 国際競技大会等の招致や
準備運営に関する支援、助言、情報
交換・共有の仕組みについて検討
が行われ、具体化される

JOC、JPC及び中央競技団体等において

は、国際競技大会等の招致や準備運営
に関する支援、助言、情報交換・共有の
仕組みについて検討を行い、具体化して
いくことが期待される。

JOC、JPC
及び中央
競技団体
等

国際競技大会等の招致や
準備運営に関する支援、
助言、情報交換・共有の仕
組みについて検討が行わ
れ、具体化されているか

国際競技大会等の招致や
準備運営に関する支援、
助言、情報交換・共有の仕
組みについて検討や具体
化の状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(1)-4　国際競技連盟等に人材を
派遣し、日常からの情報収集・発信
に努められる

JOC、JPC及び中央競技団体においては、
これらの活動をより円滑に行うため、国際競
技連盟等に人材を派遣し、日常からの情報
収集・発信に努めることが望ましい。

JOC、JPC
及び中央
競技団体

国際競技連盟等への人材
派遣実績

国際競技連盟等への人材
派遣人数

※新たな調査が必要か ②

人材を養成し、情報を収
集・発信する体制の整備
状況

※新たな調査が必要か ④

国際的な人的ネットワーク
の構築状況

※新たな調査が必要か ④

5-(2)-1　国際スポーツ界におけるイ
ニシアティブを確立し、競技水準の
向上を実現させる好循環が創出さ
れる

国際スポーツ界におけるイ
ニシアティブを確立し、競
技水準の向上を実現させ
る好循環が創出されてい
るか

国際機関や国際競技連盟
等に対する、スポーツ指導
者、審判員及び専門スタッ
フ等の人材派遣人数

※新たな調査が必要か ②

5-(2)-1　国際的なスポーツ・コミュニ
ティと安定した関係を築くことができ
る人的ネットワークが構築される

国際的なスポーツ・コミュ
ニティと安定した関係を築
くことができる人的ネット
ワークが構築されているか

国際的なスポーツ・コミュ
ニティと安定した関係を築
くことができる人的ネット
ワークの構築状況

※新たな調査が必要か ④

5-(2)-1　ＪＯＣ、ＪＰＣ及び中央競技
団体による国際的なネットワーク作
りが戦略的に進められる

国 日本スポーツ振興センター
と連携しつつ、ＪＯＣ、ＪＰＣ
及び中央競技団体による
国際的なネットワーク作り
を戦略的が進められてい
るか

ＪＯＣ、ＪＰＣ及び中央競技
団体による国際的なネット
ワーク作りの状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-2　海外の研究機関との連携
等を進め、スポーツ医・科学、情報
分野における国際ネットワークが構
築される

JISS 海外の研究機関との連携
等を進め、スポーツ医・科
学、情報分野における国
際ネットワークが構築され
ているか

スポーツ医・科学、情報分
野における国際ネットワー
クの構築状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-2　国内外の関係機関との連
携・ネットワークの構築が進められ
る

国内外の関係機関との連
携・ネットワークの構築が
進められているか

国内外の関係機関との連
携・ネットワークの構築状
況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-2　海外拠点の在り方につい
て検討が行われる

海外拠点の在り方につい
て検討が行われているか

海外拠点の在り方につい
ての検討状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-2　国内外のスポーツに関す
る情報収集・発信の役割が果たされ
る

国内外のスポーツに関す
る情報収集・発信が行わ
れているか

国内外のスポーツに関す
る情報発信回数

※新たな調査が必要か ①

国内外のスポーツ関係団
体との連携により国内外
の情報収集・分析及び提
供、国立霞ヶ丘競技場等
の施設の整備・充実等が
なされているか

国際スポーツ界において活躍できる人材を
養成し、情報を収集・発信する体制を整備す
るとともに、国際的な人的ネットワークを構
築し、我が国の貢献度や存在感を高める。

－

ＪＯＣ、ＪＰＣ及び中央競技団体においては、
国際機関や国際競技連盟等に対する、ス
ポーツ指導者、審判員及び専門スタッフ等
の人材派遣・国際交流を図ることにより、国
際スポーツ界におけるイニシアティブを確立
し、競技水準の向上を実現させる好循環を
創出するとともに、国際的なスポーツ・コミュ
ニティと安定した関係を築くことができる人
的ネットワークの構築に努めることが期待さ
れる。国においても、日本スポーツ振興セン
ターと連携しつつ、ＪＯＣ、ＪＰＣ及び中央競
技団体による国際的なネットワーク作りを戦
略的に進めていくことが必要である。

国際スポーツ界における
我が国の貢献度や存在感
が向上しているか

JOC、JPC
及び中央
競技団体

直接アウトカム 5-(1)-2　国内外のスポーツ関係団
体との連携による国内外の情報収
集・分析及び提供、国立霞ヶ丘競技
場等の施設の整備・充実等がされ
る

日本スポーツ振興センターは、国内外のス
ポーツ関係団体との連携による国内外の情
報収集・分析及び提供、国立霞ヶ丘競技場
等の施設の整備・充実等を行い、オリンピッ
ク・ワールドカップ等大規模な国際競技大会
の招致・開催に対し支援する。

直接アウトカム

JISSにおいては、海外の研究機関との連携
等を進め、スポーツ医・科学、情報分野にお
ける国際ネットワークを構築する。また、日
本スポーツ振興センターは、国内外のス
ポーツに関する情報収集・発信の役割を果
たしていくため、国内外の関係機関との連
携・ネットワークの構築を進めるとともに、海
外拠点の在り方について検討を行う。

中間アウトカム 5-(2)　国際スポーツ界における我
が国の貢献度や存在感が向上する

日本ス
ポーツ振興
センター

アウトカム
最終アウトカム

中間アウトカム

直接アウトカム 国は、独立行政法人日本スポーツ振興セン
ター、地方公共団体、公益財団法人日本オ
リンピック委員会（「ＪＯＣ」）、日本パラリン
ピック委員会（「ＪＰＣ」）及び中央競技団体等
と連携し、大規模な国際競技大会等の招致
や、我が国で予定されている国際競技大会
等の円滑な開催に向けて、海外への情報発
信や社会的機運の醸成、海外からのスポー
ツ関係者の受入れ等に必要な措置等の支
援を行う。
また、在外公館等においては、国際競技大
会等の日本への招致及びスポーツ分野の
国際選挙等に関する情報収集活動及び国
際プロモーション活動等の支援を行う。
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

５．オリンピック・パラリンピック等の国際競技大会等の招致・開催等を通じた国際交流・貢献の推進

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
直接アウトカム 5-(2)-3　WADAの理事会・事務局・

地域事務所の各レベルにおける連
携が維持・強化される

国 ＷＡＤＡの理事会・事務局・
地域事務所の各レベルに
おける連携が維持・強化さ
れているか

ＷＡＤＡの理事会・事務局・
地域事務所の各レベルに
おける連携の維持・強化
状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-3　ＵＮＥＳＣＯとの連携が維
持・強化される

国 ＵＮＥＳＣＯとの連携が維
持・強化されているか

ＵＮＥＳＣＯとの連携の維
持・強化状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-4　JOC、日体協及び中央競

技団体等と連携し、引き続きODA等
を通じたスポーツ指導者の派遣や
関連器材供与等スポーツ分野にお
ける人的・物的な国際交流及び貢
献が推進される

国 ＯＤＡ等を通じたスポーツ
指導者の派遣や関連器材
供与等スポーツ分野にお
ける人的・物的な国際交流
及び貢献が推進されてい
るか

ＯＤＡ等を通じたスポーツ
指導者の派遣者数

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 5-(2)-4　アスリートやスポーツ指導
者等のキャリア形成の充実が積極
的に取り組まれる

アスリートやスポーツ指導
者等のキャリア形成の充
実が積極的に取り組まれ
ているか

国の活動への協力等を通
じた、アスリートやスポーツ
指導者等のキャリア形成
の充実状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-4　アスリートやスポーツ指導
者等の国内外の交流の促進が積極
的に取り組まれる

アスリートやスポーツ指導
者等の国内外の交流の促
進が積極的に取り組まれ
ているか

国の活動への協力等を通
じた、アスリートやスポーツ
指導者等の海外への派
遣・受入れ実績

※新たな調査が必要か ③

直接アウトカム 5-(2)-5　海外のスポーツ指導者へ
の研修機会の提供等の取組を通じ
て、市民レベルでのスポーツを通じ
た国際交流が図られる

国 海外のスポーツ指導者へ
の研修機会の提供等の取
組を通じて、市民レベルで
のスポーツを通じた国際交
流が図られているか

ジュニア世代の競技大会
や市民レベルのスポーツ
大会等への人材の派遣・
受入れ状況や海外のス
ポーツ指導者への研修機
会の提供等の取組状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-5　海外の都市との姉妹自治
体交流事業等のスポーツを通じた
国際交流により、地域の活性化が
図られる

地方公共
団体

海外の都市との姉妹自治
体交流事業等のスポーツ
を通じた国際交流により、
地域の活性化が図られて
いるか

海外姉妹都市とのスポー
ツ関連の交流事業数

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 5-(2)-6 スポーツツーリズムによる
国際交流が推進される

国は、スポーツ団体や大学等と連携し、訪
日外国人への武道等の体験機会を設ける
など、スポーツツーリズムによる国際交流を
推進する。

国 スポーツツーリズムによる
国際交流が推進されてい
るか

スポーツツーリズムによる
国際交流の推進状況

※新たな調査が必要か ④

国は、障害者スポーツを含む市民レベルで
のスポーツを通じた国際交流について、ジュ
ニア世代の競技大会や市民レベルのスポー
ツ大会等への人材の派遣・受入れや海外の
スポーツ指導者への研修機会の提供等の
取組を通じて、市民レベルでのスポーツを通
じた国際交流を図る。地方公共団体におい
ては、海外の都市との姉妹自治体交流事業
等のスポーツを通じた国際交流により、地域
の活性化を図ることが考えられる。

国は、JOC、日体協及び中央競技団体等と

連携し、引き続きODA等を通じたスポーツ
指導者の派遣や関連器材供与等スポーツ
分野における人的・物的な国際交流及び貢
献を推進する。
JOC、日体協及び中央競技団体等は、これ
らの活動への協力等を通じて、アスリートや
スポーツ指導者等のキャリア形成の充実
や、国内外の交流の促進に積極的に取り組
むことが期待される。

JOC、日体
協及び中
央競技団
体等

国は、公益財団法人日本アンチ・ドーピン

グ機構と協力し、WADAの常任理事国とし

て、WADAの理事会・事務局・地域事務所
の各レベルにおける連携を維持・強化する。
また、国際連合教育科学文化機関
（「UNESCO」）の「ドーピングの防止に関す

る国際規約」締約国として、UNESCOとの
連携も維持・強化する。
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

６．ドーピング防止やスポーツ仲裁等の推進によるスポーツ界の透明性、公平・公正性の向上

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターン

6　スポーツ界における透明性、公
平・公正性が向上する

スポーツ界における透明性、公平・公正性
の向上を目指し、競技団体・アスリート等に
対する研修やジュニア層への教育を徹底す
るなどドーピング防止活動を推進するため
の環境を整備するとともに、スポーツ団体の
ガバナンスを強化し組織運営の透明化を図
るほかスポーツ紛争の仲裁のための基礎
環境の整備・定着を図る。

－ スポーツ界における透明
性、公平・公正性が向上し
たか

スポーツ界において透明
性、公平・公正性が確保さ
れていると回答した者の割
合
（スポーツ界において透明
性、公平・公正性が確保さ
れていると回答した数／ア
ンケート調査対象者数）

※新たな調査が必要か ③

6-(1) 　ドーピング防止活動が推進
される

国際的な水準のドーピング検査・調査体制
の充実、検査技術・機器等の研究開発の推
進、情報提供体制の充実、教育・研修、普
及啓発を通じた、ドーピング防止活動を充実
させる。

－ ドーピング防止活動が推
進されたか

日本におけるドーピング防
止規則違反数

年次事業報告／JADA （参考）
左記JADA年次報告によ
る直近の違反数
・平成24年度：8件
・平成23年度：6件
・平成22年度：5件
・平成21年度：3件

③

直接アウトカム 6-(1)-1　国際的な水準を踏まえ、検
査数の拡充、とりわけ抜き打ち検査
の割合の増加や、ドーピングの高度
化への対処がなされる

公益財団
法人日本
アンチ・
ドーピング
機構
（「JADA」）

国際的な水準を踏まえ、検
査数の拡充、とりわけ抜き
打ち検査の割合の増加
や、ドーピングの高度化に
対処できるようになったか

ドーピング検査件数 文部科学省調べ （参考）
オリンピックメダル獲得上
位国の平均は約9,700件
（平成23年）

①

直接アウトカム 6-(1)-1　ドーピングに対する今後の
規制の在り方について調査・研究が
進展する

公益財団
法人日本
アンチ・
ドーピング
機構
（「JADA」）

ドーピングについて 今後
の規制の在り方について
調査・研究が進展したか

今後の規制の在り方に関
する調査・研究の進展状
況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 6-(1)-2　ドーピング防止に関する情
報提供体制が充実する

国 ドーピング防止に関する情
報提供体制が充実化した
か

ドーピング防止に関する情
報提供体制の充実状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 6-(1)-2　アスリートへの教育・研修
活動が充実する

国 アスリートに対する教育・
研修活動が拡充されたか

ドーピング防止に関する研
修回数
（競技者・指導者を対象）

年次事業報告／JADA （参考）
平成24年度は195回

②

直接アウトカム 6-(1)-2　学校におけるドーピング防
止教育が充実する

国 学校におけるドーピング防
止教育が充実したか

ドーピング防止に関する研
修回数
（ジュニアレベル競技者・
指導者を対象）

年次事業報告／JADA （参考）
平成24年度は61回

②

直接アウトカム 6-(1)-3　WADAの理事会・事務局・
地域事務所の各レベルにおける連
携が維持・強化される

国 ＷＡＤＡの理事会・事務局・
地域事務所の各レベルに
おける連携が維持・強化さ
れる

ＷＡＤＡの理事会・事務局・
地域事務所の各レベルに
おける連携の維持・強化
状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 6-(1)-3　アジア地域におけるドーピ
ング防止活動が推進される

国 アジア地域におけるドーピ
ング防止活動が推進され
たか

アジア地域におけるドーピ
ング防止活動の推進状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 6-(1)-3　アジア諸国との連携、貢献
が進む

国 アジア諸国との連携、貢献
が進んだか

アジア諸国との連携、貢献
の状況

年次事業報告／JADA JADAによる年次事業報
告から、「アジアからの短
期人材受入人数」、検査員
養成講習会によるアジア
での認定数」、「講師育成
研修のアジアからの参加
者数」といった指標は取得
可能

④

直接アウトカム 6-(1)-4　ドーピング防止活動が支援
される

独立行政法人日本スポーツ振興センター
は、助成等を通じ、ドーピング防止活動への
支援を図る。

独立行政
法人日本
スポーツ振
興センター

ドーピング防止活動が支
援されたか

ドーピング防止活動に対
する助成件数（ドーピング
検査事業、ドーピング防止
情報提供事業、ドーピング
分析機器等整備事業）

スポーツ振興基金助成事
業評価

独立行政法人日本スポー
ツ振興センターによる、助
成等を通じたドーピング防
止活動の実績は以下の資
料が該当すると考える。

http://www.jpnsport.go.jp/
sinko/josei//tabid/721/Def
ault.aspx

②

6-(2)　スポーツ団体のガバナンス強
化と透明性の向上に向けた取組が
推進される

スポーツ団体と協力し、スポーツ団体の組
織運営体制の在り方に関するガイドラインを
策定すること等により、ガバナンスを強化
し、透明性が高い組織運営体制を整備した
スポーツ団体を継続的に増加させる。

－ スポーツ団体のガバナン
ス強化と透明性の向上に
向けた取組が推進された
か

ガバナンスを強化し、透明
性が高い組織運営体制を
整備したスポーツ団体数

※新たな調査が必要か JSAAが発行しているガバ
ナンスガイドブックに、
チェックリストあり。

④

直接アウトカム 6-(2)-1　スポーツ団体の組織運営
体制の在り方の指針となるガイドラ
インの効果的な活用が進む

国は、統括団体、中央競技団体等スポーツ
団体の代表や学識経験者等による有識者
会合を設置し、スポーツ団体の組織運営体
制の在り方の指針となるガイドラインを策定
する。また、その効果的な活用を図るため、
策定したガイドラインに基づく体制整備の状
況を国庫補助やスポーツ振興基金・スポー
ツ振興くじ助成の内容等に反映できる仕組
みについて、スポーツ団体に所属するアス
リート個人へのセーフティネットも含め、検討
する。

国 スポーツ団体の組織運営
体制の在り方の指針とな
るガイドラインの効果的な
活用が進んだか

ガイドラインの策定状況 ※新たな調査が必要か ④

中間アウトカム

アウトカム
最終アウトカム

中間アウトカム

公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構
（「JADA」）においては、国際的な水準を踏
まえ、検査数の拡充、とりわけ抜き打ち検査
の割合の増加や、ドーピングの高度化に対
処するため、検査・調査体制の充実、検査
技術・機器等の研究開発（血液採取による
ドーピング検査等を含む）、ドーピング防止
活動の効果や効率性を高める上での情報
提供体制の充実、ドーピングに関する社会
科学的なアプローチによる研究等の推進に
努める。
また、UNESCO及びWADAにおける、ドー
ピング防止規則違反の刑事罰法制化の議
論を踏まえつつ、世界各国の取組も含め、
今後の規制の在り方について調査・研究を
行う。

国は、JADAと連携しつつ、ドーピング防止
に関する情報検索システムを構築するなど
情報提供体制の充実を図るほか、例えば、
競技団体・アスリート等に対する競技会場で
の教育（アウトリーチプログラム）を一層充
実させるなど、ジュニア層からトップアスリー
トまでの教育・研修活動を一層推進する。ま
た、学習指導要領改訂の趣旨を踏まえ、学
校におけるドーピング防止教育を充実させ
る必要がある。

国は、これらに加え、国際スポーツ界へ貢
献し、存在感を発揮するために、JADAと協

力し、WADAの常任理事国として、WADA
の理事会・事務局・地域事務所の各レベル
における連携を維持・強化する。また、アジ
ア代表常任理事国として、WADA地域事務

所と協力し、UNESCOの「ドーピングの防止
に関する国際規約」の未締結国への働きか
けをはじめとしたアジア地域におけるドーピ
ング防止活動の推進や、アジア諸国との連
携・貢献を図る。

1/2



参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

６．ドーピング防止やスポーツ仲裁等の推進によるスポーツ界の透明性、公平・公正性の向上

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
直接アウトカム 6-(2)-2　スポーツ団体における透明

性確保、ガバナンス強化策が進展
する

スポーツ団
体

スポーツ団体における透
明性確保、ガバナンス強
化策が進展したか

スポーツ団体全般におけ
る、国が策定したガイドイ
ランに準拠した基準を作成
した団体数

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 6-(2)-2　JOC、日体協、JSADの加
盟・準加盟団体のガバナンス強化
が推進される

公益財団
法人日本
オリンピッ
ク委員会
（「JOC」）、
公益財団
法人日本
体育協会
（「日体
協」）、公益
財団法人
日本障害
者スポーツ
協会
（「JSAD」）

JOC、日体協、JSADの加
盟・準加盟団体のガバナ
ンス強化が推進されたか

加盟・準加盟団体におけ
る、国が策定したガイドイ
ランに準拠した基準を作成
した団体数

※新たな調査が必要か ②

スポーツ団体の運営にア
スリートの意見を反映する
仕組みを導入している団
体数

※新たな調査が必要か ②

スポーツ団体における女
性役員の登用人数

※新たな調査が必要か ②

スポーツ団体における外
部役員・監査役の登用人
数

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 6-(2)-2　小規模なスポーツ団体に
おける組織マネジメントが強化され
る

スポーツ団
体

小規模なスポーツ団体に
おける組織マネジメントが
強化されたか

共通する事務を協働で処
理するための取組を実施
している団体数

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 6-(2)-3　スポーツ団体が行う研修会
や専門家の配置等のガバナンス強
化に向けた取組が支援される

日本スポーツ振興センターは、助成等を通
じ、スポーツ団体が行う研修会や専門家の
配置等のガバナンス強化に向けた取組を支
援する。

日本ス
ポーツ振興
センター

スポーツ団体が行う研修
会や専門家の配置等のガ
バナンス強化に向けた取
組が支援されたか

スポーツ団体ガバナンス
強化事業助成件数

スポーツ振興基金助成事
業評価

※平成24年度は関連助成
実績なし

http://www.jpnsport.go.jp/
sinko/josei//tabid/721/Def
ault.aspx

②

6-(3)　スポーツ紛争の予防及び迅
速・円滑な解決に向けた取組が推
進される

スポーツ団体と連携し、スポーツ仲裁の自
動受諾条項を置くスポーツ団体の継続的な
増加等スポーツ紛争の予防及び迅速・円滑
な解決に向けた基礎的環境整備を推進す
る。

－ スポーツ紛争の予防及び
迅速・円滑な解決に向けた
取組が推進されたか

スポーツ団体におけるス
ポーツ仲裁自動受諾条項
の採択率
（JOC、日体協及びその加
盟・準加盟団体のうち、
「採択済」である団体数／
JOC、日体協及びその加
盟・準加盟団体数）

（日本障害者スポーツ協会
及びその加盟・準加盟団
体のうち、「採択済」である
団体数／日本障害者ス
ポーツ協会及びその加盟・
準加盟団体数）

JSAA　HPに基づき文部
科学省作成

②

直接アウトカム 6-(3)-1　スポーツ団体、アスリート
のスポーツ仲裁・調停に関する理解
が増進される

国 スポーツ団体、アスリート
のスポーツ仲裁・調停に関
する理解が増進されたか

スポーツ団体、アスリート
向けのスポーツ仲裁・調停
に関する研修回数

年次事業報告／JSAA （参考）
平成24年度は17回（競技

者等に対する研修会）、4
回（競技団体に対する説
明会）

②

直接アウトカム 6-(3)-1　スポーツ仲裁に関わる専
門的人材が育成される

国 スポーツ仲裁に関わる専
門的人材が育成されたか

スポーツ仲裁に関わる専
門的人材の人数

※新たな調査が必要か ②

直接アウトカム 6-(3)-2 JSAAによるスポーツ紛争
の迅速・円滑な解決のための取組
が支援される

日本スポーツ振興センターは、助成等を通
じ、JSAAが行うスポーツ紛争の迅速・円滑
な解決のための取組を支援する。

日本ス
ポーツ振興
センター

JSAAによるスポーツ紛争
の迅速・円滑な解決のた
めの取組が支援されたか

スポーツ紛争の迅速・円滑
な解決のための助成件数

スポーツ振興基金助成事
業評価

※平成24年度は関連助成
実績なし

②

直接アウトカム 6-(3)-3　JOC及び日体協の加盟・

準加盟団体等並びにJSAD及びそ
の加盟・準加盟団体等におけるス
ポーツ仲裁自動受諾条項の採択が
進む

JOC及び
日体協の
加盟・準加
盟団体等
並びに
JSAD及び
その加盟・
準加盟団
体等

JOC等加盟団体等におけ
るスポーツ仲裁自動受諾
条項の採択が進んだか

スポーツ団体におけるス
ポーツ仲裁自動受諾条項
の採択率
（JOC、日体協及びその加
盟・準加盟団体のうち、
「採択済」である団体数／
JOC、日体協及びその加
盟・準加盟団体数）

（日本障害者スポーツ協会
及びその加盟・準加盟団
体のうち、「採択済」である
団体数／日本障害者ス
ポーツ協会及びその加盟・
準加盟団体数）

JSAA　HPに基づき文部
科学省作成

中間アウトカムと同じ ②

直接アウトカム 6-(3)-3　JOC、日体協、JSAD加盟・
準加盟団体におけるスポーツ紛争
の予防及び迅速・円滑な解決に向
けた取組が推進される

JOC、日体
協及び
JSAD

JOC、日体協、JSAD加
盟・準加盟団体におけるス
ポーツ紛争の予防及び迅
速・円滑な解決に向けた取
組が推進されたか

JOC、日体協、JSAD加
盟・準加盟団体におけるス
ポーツ紛争の予防及び迅
速・円滑な解決に向けた取
組の推進状況

※新たな調査が必要か ④

スポーツ団
体

スポーツ団体の運営にア
スリートの意見を反映する
仕組みの導入や、女性の
団体役員等への積極的な
登用、外部役員・監査役の
登用がなされたか

国は、JSAAと連携し、統括団体及び競技団
体並びにアスリートのスポーツ仲裁・調停に
関する理解増進を図るとともに、仲裁人・調
停人等スポーツ仲裁に関わる専門的人材
の育成を推進する。

JOC及び日体協の加盟・準加盟団体等並び

にJSAD及びその加盟・準加盟団体等にお
いては、スポーツ仲裁自動受諾条項を採択
し、スポーツ紛争の迅速・円滑な解決のため
の環境を整備することが期待される。また、
JOC、日体協及びJSADにおいては、我が
国のスポーツ団体を統括する立場にあるこ
とから、ＪＳＡＡと連携し、加盟・準加盟団体
におけるスポーツ紛争の予防及び迅速・円
滑な解決に向けた取組を推進することが期
待される。

中間アウトカム

スポーツ団体においては、スポーツ基本法
の規定を踏まえ、その運営の透明性の確保
を図るとともに、国が策定したガイドラインに
準拠してその事業活動に関し自らが遵守す
べき基準を作成するよう自主的に努力す
る。
その際、特に、公益財団法人日本オリンピッ
ク委員会（「JOC」）、公益財団法人日本体
育協会（「日体協」）、公益財団法人日本障
害者スポーツ協会（「JSAD」）においては、
統括団体としての役割を踏まえ、加盟・準加
盟団体のガバナンスの強化を推進すること
が期待される。
このほか、スポーツ団体においては、団体
の運営にアスリートの意見を反映する仕組
みの導入や、女性の団体役員等への積極
的な登用、外部役員・監査役の登用を図る
ことが期待される。
また、小規模なスポーツ団体におけるガバ
ナンス強化に向けた一方策として、例えば
団体間の連携を図りつつ、共通する事務を
協働で処理するための取組等を通じ、組織
マネジメントの強化を図ることも考えられる。

直接アウトカム 6-(2)-2　スポーツ団体の運営にアス
リートの意見を反映する仕組みの導
入や、女性の団体役員等への積極
的な登用、外部役員・監査役の登用
がなされる
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

７．スポーツ界における好循環の創出に向けたトップスポーツと地域におけるスポーツとの連携・協働の推進

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターン
トップスポーツと地域にお
けるスポーツとの連携・協
働の推進状況

「地域スポーツとトップス
ポーツの好循環推進プロ
ジェクト」／文部科学省

④

企業や大学に蓄積された
人材やスポーツ施設、ス
ポーツ医・科学の研究成
果等を地域スポーツにお
いて活用するための連携・
協働の推進状況

「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

7-(1)　トップスポーツと地域におけ
るスポーツとの連携・協働が推進さ
れる

次世代アスリートの育成と地域スポーツの
推進や学校の体育に関する活動の充実等
を目的とした、トップスポーツと地域における
スポーツとの連携・協働の推進を図る。

－ トップスポーツと地域にお
けるスポーツとの連携・協
働が推進されたか

トップスポーツと地域にお
けるスポーツとの連携・協
働の推進状況

「地域スポーツとトップス
ポーツの好循環推進プロ
ジェクト」／文部科学省

④

直接アウトカム 7-(1)-1 トップスポーツと地域におけ
るスポーツの人材の好循環が創出
される

国及び地方公共団体は、トップスポーツと地
域におけるスポーツの人材の好循環を創出
するため、地域におけるスポーツ活動の中
から潜在的な能力のある次世代のアスリー
トを戦略的に発掘・育成する体制を整備す
るとともに、将来的には育成されたアスリー
トが、総合型クラブ等において優れた地域
のスポーツ指導者となり、自身が有する技
術や経験、人間的な魅力をジュニアの育成
や地域貢献等に還元し、あわせて自らの指
導者としてのスキルアップを図るという流れ
を作り出すことにより人材の好循環のサイク
ルを確立する。

国及び地
方公共団
体

トップスポーツと地域にお
けるスポーツの人材の好
循環が創出されたか

トップスポーツと地域にお
けるスポーツの人材の好
循環のサイクルの創出状
況

「地域スポーツとトップス
ポーツの好循環推進プロ
ジェクト」／文部科学省

④

直接アウトカム 7-(1)-2 「デュアルキャリア」について
の意識啓発が進む

「デュアルキャリア」につい
ての意識啓発が進んだか

「デュアルキャリア」につい
ての意識啓発状況

「競技者・指導者等のス
ポーツキャリア形成支援事
業」／文部科学省

「デュアルキャリアに関す
る調査研究」は平成25年
度実施中。

④

直接アウトカム 7-(1)-2 アスリートのスポーツキャリ
ア形成のための支援が推進される

アスリートのスポーツキャ
リア形成のための支援が
推進されたか

アスリートのスポーツキャ
リア形成のための支援状
況

「競技者・指導者等のス
ポーツキャリア形成支援事
業」／文部科学省

「デュアルキャリアに関す
る調査研究」は平成25年
度実施中。

④

直接アウトカム 7-(1)-3 トップアスリートの指導者と
しての資質が向上する

スポーツ団
体

トップアスリートの指導者と
しての資質が向上したか

トップアスリートの指導者と
しての資質の向上のため
の支援状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 7-(1)-3 トップアスリート等としての
経験を有する優れたスポーツ指導
者等が総合型クラブや学校等へ派
遣される

スポーツ団
体

トップアスリート等としての
経験を有する優れたス
ポーツ指導者等が総合型
クラブや学校等へ派遣さ
れたか

総合型クラブや学校等へ
指導者として派遣された
トップアスリート数

「子どもの運動・スポーツ
指導者の意識等に関する
調査」（2011）／笹川ス
ポーツ財団

日本体育協会が毎年開催
しているスポーツ少年団指
導者全国研究大会およ
び、全国各地で開催される
スポーツ少年団認定育成
員研修会に参加する指導
者698 人（男性：588 人、

女性：106 人）を対象

①

直接アウトカム 7-(1)-4 広域市町村圏に拠点クラブ
が育成される

国 広域市町村圏に拠点クラ
ブが育成されたか

拠点クラブの設置数 「地域スポーツとトップス
ポーツの好循環推進プロ
ジェクト」／文部科学省

①

直接アウトカム 7-(1)-4 優れたスポーツ指導者が周
辺地域のクラブや学校の体育に関
する活動等を対象に巡回指導等を
実施する体制が整備される

国 優れたスポーツ指導者が
周辺地域のクラブや学校
の体育に関する活動等を
対象に巡回指導等を実施
する体制を整備されたか

優れたスポーツ指導者が
周辺地域のクラブや学校
の体育に関する活動等を
対象に巡回指導等を実施
する体制の整備状況

「地域スポーツとトップス
ポーツの好循環推進プロ
ジェクト」／文部科学省

④

直接アウトカム 7-(1)-5 トップアスリート等としての
経験を有する優れたスポーツ指導
者等を活用し、総合型クラブの活動
や学校の体育に関する活動等が支
援される

地方公共団体においては、トップアスリート
等としての経験を有する優れたスポーツ指
導者等を活用し、総合型クラブの活動や学
校の体育に関する活動等を支援することが
期待される。
その際、地域のスポーツ活動全体をコー
ディネートするスポーツ推進委員を活用する
ことにより効果的・効率的に総合型クラブや
学校にスポーツ指導者等を派遣することが
期待される。

地方公共
団体

トップアスリート等としての
経験を有する優れたス
ポーツ指導者等を活用し、
総合型クラブの活動や学
校の体育に関する活動等
が支援されたか

トップアスリート等としての
経験を有する優れたス
ポーツ指導者等を活用し、
総合型クラブの活動や学
校の体育に関する活動等
に対する支援状況（スポー
ツ推進委員のコーディネー
ターとしての活用状況もあ
わせて）

日本体育協会が毎年開催
しているスポーツ少年団指
導者全国研究大会およ
び、全国各地で開催される
スポーツ少年団認定育成
員研修会に参加する指導
者698 人（男性：588 人、

女性：106 人）を対象

④

直接アウトカム 7-(1)-6 専門性を有するトップアス
リート等を積極的に活用し、住民の
スポーツへの参加機運を高める優
れたスポーツ指導者が確保される

総合型クラブ等地域スポーツクラブにおいて
は、住民のスポーツへの参加機運を高める
優れたスポーツ指導者を確保するため、専
門性を有するトップアスリート等を積極的に
活用することが期待される。

総合型クラ
ブ等地域ス
ポーツクラ
ブ

専門性を有するトップアス
リート等が積極的に活用さ
れ、住民のスポーツへの
参加機運を高める優れた
スポーツ指導者が確保さ
れたか

トップアスリートが指導者と
して配置されている総合型
地域スポーツクラブ数

「総合型地域スポーツクラ
ブに関する実態調査」／文
部科学省（平成25年度）

平成23年度と24年度に実
施。
総合型地域スポーツクラブ
を育成している市区町村、
総合型地域スポーツクラブ
及び創設準備中のクラブ
配布数：3048、回収数：

2712、回収率：89.0%（平

成24年度調査）

①

直接アウトカム 7-(1)-7 トップアスリート等としての
経験を有する優れたスポーツ指導
者が学校で活用される

国及び地方公共団体は、平成24年度から
中学校で必修となる武道等の指導の充実
や、学校において専門的な指導を行うことが
できるスポーツ指導者の不足を補い、体育
の授業や運動部活動の充実を図るため、地
域スポーツクラブや関係団体等と連携し、
トップアスリート等としての経験を有する優
れたスポーツ指導者を学校で活用すること
を推進する。

国及び地
方公共団
体

トップアスリート等としての
経験を有する優れたス
ポーツ指導者が学校で活
用されたか

運動部活動への外部人材
活用状況（国公私立中学
校）

「全国体力・運動能力、運
動習慣等調査」（平成21年
度）

平成21年度実績よりも増
加する
・運動部活動への外部人
材を活用している割合：
72.2％

日本体育協会が毎年開催
しているスポーツ少年団指
導者全国研究大会およ
び、全国各地で開催される
スポーツ少年団認定育成
員研修会に参加する指導
者698 人（男性：588 人、

女性：106 人）を対象

④

直接アウトカム 7-(1)-8 小学校体育活動コーディ
ネーターの派遣体制の整備が進む

国は、地域での教育支援体制を強化するた
め、地域のスポーツ指導者を活用するなど
して、小学校全体の体育の授業等を計画し
たり、担任とティームティーチングで体育の
授業に取り組む人材（小学校体育活動コー
ディネーター）の派遣体制の整備を支援す
る。

国 小学校体育活動コーディ
ネーターの派遣体制の整
備が進んだか

小学校の運動やスポーツ
に関する活動への外部人
材活用状況（国公私立小
学校）

「全国体力・運動能力、運
動習慣等調査」（平成22年
度）

平成22年度実績よりも増
加する
・運動部活動への外部人
材を活用している割合：
41.6％

④

国は、トップアスリートや、スポーツ指導者、
スポーツ団体に対して、トップアスリートとし
てのアスリートライフ（パフォーマンスやト
レーニング）に必要な環境を確保しながら、
現役引退後のキャリアに必要な教育や職業
訓練を受け、将来に備えるという「デュアル
キャリア」についての意識啓発を行うととも
に、独立行政法人日本スポーツ振興セン
ター、スポーツ団体、大学等と連携し、競技
引退後の奨学金等による支援や企業、総合
型クラブ、学校等への紹介・斡旋等アスリー
トのスポーツキャリア形成のための支援を
推進する。

スポーツ団体においては、トップアスリート
等のスポーツキャリア形成の一環として、大
学と連携し、トップアスリートが指導者として
資質向上を図るための支援を行うとともに、
地方公共団体と連携し、トップアスリート等と
しての経験を有する優れたスポーツ指導者
等を総合型クラブや学校等へ派遣すること
が期待される。

国は、充実した活動基盤を持つ拠点となる
総合型クラブ（「拠点クラブ」）を、地域住民
が身近にスポーツを行うことができる地理的
な距離を考慮し、広域市町村圏（全国300箇
所程度）を目安として育成し、拠点クラブに
トップアスリート等としての経験を有する優
れたスポーツ指導者を配置し、周辺地域の
クラブや学校の体育に関する活動等を対象
に巡回指導等を実施する体制を整備する。

連携・協働を通じたスポー
ツ界における好循環が創
出されたか

中間アウトカム

国

アウトカム
最終アウトカム 7.連携・協働を通じたスポーツ界に

おける好循環が創出される

トップスポーツの伸長とスポーツの裾野の拡
大を促すスポーツ界における好循環の創出
を目指し、トップスポーツと地域におけるス
ポーツとの連携・協働を推進する。

－
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参考資料6　スポーツ基本計画評価指標（案）

７．スポーツ界における好循環の創出に向けたトップスポーツと地域におけるスポーツとの連携・協働の推進

（指標設定パターン）

① ：アウトカム表現の具体的な成果が明確である場合

② ：該当するスポーツ基本計画の原文に具体的な成果の例示がなされている場合

③ ：スポーツ基本計画の文言を大きく踏み越えない形で指標が検討できる場合

④ ：パターン①～③に該当しない場合

スポーツ基本計画 実施主体 指標（理念形） 指標（具体形） 情報ソース／調査主体 評価基準（目標値等） 備考（指標関連） 設定パターンアウトカム
直接アウトカム 7-(1)-9 ジュニア期において、個々

のアスリートの特性や発達段階、学
業とのバランスや本人のキャリア形
成にも配慮した適切な支援がなされ
る

ジュニア期においては、長期的な視点に
立ってアスリートを育てていくことが必要で
あることから、ジュニアアスリートの育成に
関わるスポーツ指導者、スポーツ団体、保
護者、地方公共団体及び学校等において
は、個々のアスリートの特性や発達段階、
学業とのバランスや本人のキャリア形成に
も配慮した適切な支援に努めることが期待
される。

ジュニアア
スリートの
育成に関
わるスポー
ツ指導者、
スポーツ団
体、保護
者、地方公
共団体及
び学校等

ジュニア期において、個々
のアスリートの特性や発達
段階、学業とのバランスや
本人のキャリア形成にも配
慮した適切な支援がなさ
れているか

ジュニア期のアスリートに
対する長期的な視点に
立った支援の状況

※新たな調査が必要か ④

7-(2)　地域スポーツと企業・大学等
が連携する

企業や大学に蓄積された人材やスポーツ施
設、スポーツ医・科学の研究成果等を地域
スポーツにおいて活用するための連携・協
働の推進を図る。

－ 地域スポーツに、企業や
大学に蓄積されている人
材や施設、スポーツ医・科
学の研究成果が活用する
ための連携・協働が推進さ
れたか

企業や大学に蓄積された
人材やスポーツ施設、ス
ポーツ医・科学の研究成
果等を地域スポーツにお
いて活用するための連携・
協働の推進状況

「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 7-(2)-1　地域スポーツにおけるス
ポーツ指導者やクラブマネジャー等
の優れた人材を確保するため、地
域スポーツクラブと地元の企業や大
学とが連携・協働する

国は、地域スポーツにおけるスポーツ指導
者やクラブマネジャー等の優れた人材を確
保するために、例えば、企業や大学による
地域スポーツクラブ向けの公開（寄附）講座
や講習会等の開催等、地域スポーツクラブ
と地元の企業や大学との連携・協働の取組
を支援する。

国 地域スポーツにおけるス
ポーツ指導者やクラブマネ
ジャー等の優れた人材を
確保するため、地域スポー
ツクラブと地元の企業や大
学との連携・協働が実現し
たか

地域スポーツにおけるス
ポーツ指導者やクラブマネ
ジャー等の優れた人材を
確保するための地域ス
ポーツクラブと地元の企業
や大学との連携・協働の
取組に対する支援状況

「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 7-(2)-2　大学等での研究成果や人
材が地域スポーツで活用される

国は、健常者と障害者が同じ場所でスポー
ツを行うための方法や、スポーツ障害・事故
防止策、地域の活性化につながるスポー
ツ・レクリエーションプログラム等について、
大学等での研究成果や人材を広く地域ス
ポーツに活用するための取組を推進する。

国 大学等での研究成果や人
材が地域スポーツで活用
されたか

大学等での研究成果や人
材を広く地域スポーツに活
用するための取組の推進
状況

「健常者と障害者のスポー
ツ・レクリエーション活動連
携推進事業」／文部科学
省
「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 7-(2)-3　スポーツを地域振興に積
極的に活用するため、スポーツ団
体・地元企業・大学と連携・協働する

地方公共
団体

スポーツを地域振興に積
極的に活用するため、ス
ポーツ団体・地元企業・大
学と連携・協働したか

スポーツを地域振興に積
極的に活用するためのス
ポーツ団体・地元企業・大
学との連携・協働状況

「スポーツを通じた地域コ
ミュニティ活性化促進事
業」／文部科学省

④

直接アウトカム 7-(2)-3　スポーツを地域振興に積
極的に活用するため、拠点クラブと
地元企業・大学が連携・協働する

地方公共
団体

スポーツを地域振興に積
極的に活用するため、拠
点クラブと地元企業・大学
が連携・協働したか

スポーツを地域振興に積
極的に活用するための拠
点クラブと地元企業・大学
の連携・協働の推進状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 7-(2)-4　スポーツを地域の観光資
源とした特色ある地域づくりを進め
るため、行政と企業、スポーツ団体
等が連携・協働する

国及び地方公共団体は、例えばスポーツ
ツーリズムによる地域の活性化を目的とす
る連携組織（いわゆる「地域スポーツコミッ
ション」）等の設立を推進するなど、スポーツ
を地域の観光資源とした特色ある地域づくり
を進めるため、行政と企業、スポーツ団体等
との連携・協働を推進する。

国及び地
方公共団
体

スポーツを地域の観光資
源とした特色ある地域づく
りを進めるため、行政と企
業、スポーツ団体等が連
携・協働したか

スポーツを地域の観光資
源とした特色ある地域づく
りを進めるための行政と企
業、スポーツ団体等の連
携・協働状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 7-(2)-5　地方公共団体や大学等と
連携・協働することにより、スポーツ
を通じた地域貢献活動が実施され
る

企業においては、地方公共団体や大学等と
の連携・協働により、スポーツ医・科学研究
や人材の交流、施設の開放等スポーツを通
じた地域貢献活動を実施することが期待さ
れる。

企業 地方公共団体、大学等と
連携・協働することにより、
スポーツを通じた地域貢献
活動が実施されているか

地方公共団体や大学等と
の連携・協働によるスポー
ツを通じた地域貢献活動
の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 7-(2)-6　地方公共団体や企業等と
連携・協働することにより、スポーツ
を通じた地域貢献活動が実施され
る

大学においては、地方公共団体や企業等と
の連携・協働により、スポーツ医・科学研究
や人材の交流、施設の開放、総合型クラブ
の運営や地元のジュニアアスリートの発掘・
育成、スポーツ指導者等の養成等スポーツ
を通じた地域貢献活動を実施することが期
待される。

大学 地方公共団体や企業等と
連携・協働することにより、
スポーツを通じた地域貢献
活動が実施されているか

地方公共団体や企業等と
の連携・協働によるスポー
ツを通じた地域貢献活動
の実施状況

※新たな調査が必要か ④

直接アウトカム 7-(2)-7　学生によるスポーツボラン
ティア活動が活発化する

大学においては、学生によるスポーツボラン
ティア活動を支援することが期待される。

大学 学生によるスポーツボラン
ティア活動が活発化したか

学生によるスポーツボラン
ティア活動に対する支援状
況

※新たな調査が必要か ④

地方公共団体においては、スポーツを地域
振興に積極的に活用するため、スポーツ団
体だけでなく、地元企業（地域のスポーツ
チームを有する地元の企業を含む）や大学
と連携・協働することが期待される。また、拠
点クラブによる地元の企業や大学との連携・
協働を推進することが期待される。

中間アウトカム
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